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エネ環領域

国立研究開発法人 産業技術総合研究所
平成29年度 研究評価委員会

（エネルギー・環境領域）

説明資料

産業界にご利用頂きやすい
エネルギー･環境領域をめざして

国立研究開発法人 産業技術総合研究所
エネルギー・環境領域
領域長 小林 哲彦

1

エネ環領域

2

エネルギー・環境領域
（１）新エネルギーの導入を促進する技術の開発 （創エネ）
・H-VPE装置について成膜技術の高度化を行い、GaAsセル効率15%

を達成する。SiまたはCIGSをボトムセルとする異種接合太陽電池の
変換効率28%を達成する。

・大規模な再生可能エネルギーを系統連携に接続する技術として、大
型パワーコンディショナー（PCS）の系統連携や、次世代PCS（ス
マートインバータ）の試験環境を整備する。

・超臨界地熱発電技術の開発に関して、本法による大規模発電の蓋然
性、技術的、社会的可能性について検討を開始する。

（２）エネルギーを高密度で貯蔵する技術の開発 （蓄エネ）
・蓄電池について、高容量蓄電材料として着目される金属多硫化物の

開発と充放電機構の解明、次世代全固体電池の製造プロセス開発、
ポストリチウムイオン電池の研究開発を進める。

・水素製造・貯蔵・利用を含むエネルギーマネジメントシステムにつ
いて、建物等での利用を想定した制御手法を開発し実証する。

（３）エネルギーを効率的に変換・利用する技術の開発 （省エネ）
・6インチ対応最先端SiCパワーデバイス量産試作ラインにおいて、ダ

イオード、MOSFETの量産試作を行う。
・高性能硫化物熱電材料の開発や高温超電導線材の開発を進める。
（４）エネルギー資源を有効活用する技術の開発 （エネ資）
・メタンハイドレート（MH）第２回海洋産出試験で使用する出砂対策

技術に関し、室内での循環試験等による評価を実施する。
・褐炭等の未利用炭化水素資源の利用に向けて、メタンのベンゼンへ

の流動層直接転換触媒及びプロセスを開発する。
（５）環境リスクを評価・低減する技術の開発 （安全・物質循環）
・水処理および水質測定技術について、微生物を利用した廃水処理シ

ステムの開発と、高汎用性の重金属類測定技術の開発を進める。
・都市鉱山技術による資源循環等対策技術の開発を進める。
・水素インフラ等を対象としたリスク評価、水素サプライチェーン等

を考慮したライフサイクル分析（LCA）、および導入可能性の分析
を実施する。LCAに用いるインベントリDB開発の海外展開を図る。

１．平成29年度の目標と代表的成果
1200V級SiC MOSFETの最大の普及ボトルネックであった

信頼性問題を解決

p+

p

セルピッチ 5um

n-

n

n+

n
p+ p+

酸化膜

ポ
リシ

リコ
ン

ポ
リシ

リコ
ン

酸化膜

電極

ゲートトレンチ SBDトレンチ ゲートトレンチ

埋め込みp+層

SBD-wall

変動する再生可能エネルギーを大容量・⾧期間に貯蔵、
必要な時に利用する技術の完成

清水建設の共同研究に
おいて、水素製造、危険
物非該当の吸蔵合金、燃
料電池等を含む実証設備
の運用を開始。開発した
吸蔵合金は、燃料電池の
排熱を用いて設計通りの
圧力温度で貯蔵利用でき
ることを確認。
変動する再生可能エネル
ギーを大容量・長期間貯
蔵し活用する技術を完成

蓄電池

燃料電池
水素貯蔵

水素製造

順方向劣化の原因である内蔵
PiNダイオードの作動を抑制で
き る SBD 内 蔵 ダ イ オ ー ド
（SWITCH-MOS)を量産試作レ
ベルで開発。セルピッチを5 m
と小さくすることによりSBDを内
蔵型でもPiNダイオードが作動し
ない構造を実現。

オールSiCモジュールのボトル
ネックを量産レベルで解決、低
損失・高耐圧SiCパワーデバイ
スの導入加速、電力変換の大
幅効率化につながる今回開発したSWITCH-MOSの断面模式図。

構築した水素エネルギーシステム実証設備。12フィートコンテナ4つから構成され、
ビル・エネルギー・マネジメント・システムから運転制御。
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エネ環領域

3

【目的基礎】
・高サイクル特性と高容量を両立できるリチウム硫黄系電池の正極材料につながる新材料である金属多硫化物の開発と新たな充放電機構の解

明に成功した。（業績例: Sakuda et al., J. Am. Chem. Soc., 139 (2017) [IF: 13.038] ）
・論文被引用数は12月末時点で16,986（目標15,800）と既に目標を上回っている。論文発表数も12月末時点で335報（目標430報）と昨年

同月比118%であるため目標を達成した昨年度を上回る水準であり、IF10以上の論文誌に掲載されている論文数は16報、IF5以上10未満は
45報である。またClarivate AnalyticsのHighly Cited Researchers 2017（2005～2015年発表論文の高被引用著者、日本で82件）に
3件（2名）が選出された。

【橋渡し前期】
・高温超電導線材の開発において、昨年までに開発した極薄塗布MOD（金属有機化合物分解）法の改良により、低コスト型高温超電導線材で

世界最高の磁場中臨界電流密度を実現した。（業績例:NPG Asia Materials 9 (2017) [IF: 9.157]）。
・NEDO等の研究開発プロジェクトにおいて、資源循環システム構築のためのリサイクル技術や未利用熱エネルギー有効活用技術開発等を担

うとともに、PL・SPLを務める等中心的な役割を果たした（公的資金獲得額57.1億円）。PLの一人は日経地球環境技術賞優秀賞を受賞した
・知的財産の実施契約等件数は12月末時点で111件（目標100件）と既に目標を達成しており、昨年度同月比では126%と顕著な増加が認め

られる。

【橋渡し後期】
・ 順方向劣化の原因である内蔵PiNダイオードの作動を抑制できるSBD内蔵ダイオード（SWITCH-MOS)の量産試作レベルでの開発や、水素

製造、危険物非該当の吸蔵合金、燃料電池等を含む実証設備の運用開始等、電力変換の大幅効率化および再生可能エネルギーの大容量・⾧
期間貯蔵活用を可能とする技術開発に成功した。

・福島再生可能エネルギー研究所内に開所した大型パワーコンディショナ（PCS）の試験施設「スマートシステム研究棟」において、分散電
源の系統連携に係る国際標準規格等の国際標準化（成立3件、審議中2件）を推進した。大型PCS等の認証試験需要の拡大と海外輸出の促進
が期待できる。また被災地3県（福島県、宮城県、岩手県）に所在する企業を対象とした再生可能エネルギー関連技術の事業化支援では、支
援テーマ数は24社25件（平成25～29年度合計44社107件）に上り、これまでに9件の製品化に至った。

・インベントリーデータベースIDEAの開発による産業界の活動支援への貢献による第13回LCA日本フォーラム表彰（経済産業省技術環境局
⾧賞）、ダイヤモンドウェハ製造基盤技術の確立と産総研ベンチャーへの技術移転を通じたダイヤモンドの工業製品化への貢献による第15
回産学官連携功労者表彰（内閣総理大臣賞）等、産業界への貢献が認められた受賞があった。

２．特筆すべき成果

エネ環領域

目 次

１．領域の概要とマネジメント

（１）領域全体の概要・戦略
（２）技術的ポテンシャルを活かした指導助言等の実施

（３）マーケティング力の強化

（４）大学や他の研究機関との連携強化

（５）研究人材の拡充、流動化、育成

２.「橋渡し」のための研究開発

（１）「橋渡し」につながる基礎研究（目的基礎研究）

（２）「橋渡し」研究前期における研究開発

（３）「橋渡し」研究後期における研究開発

4
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エネ環領域

5

１．領域の概要と
研究開発マネジメント

（１）領域全体の概要・戦略

エネ環領域「持続可能な社会の構築」への取り組み

6

わたしたちは、持続可能な社会の構築に向けて、グリーン・テクノロジーによる「豊かで環境に優
しい社会」の実現、ライフ・テクノロジーによる「健康で安心・安全な生活」の実現、およびイン
フォメーション・テクノロジーによる「超スマート社会」の実現を目指します。
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エネ環領域

Zero-emission Society の 夢

1-1. 研究テーマの概要

7

エネ環領域

8

産総研におけるエネルギー技術開発

再生可能エネルギーの大量導入

低炭素社会

省エネルギー技術の普及

未利用エネルギーの有効利用

創エネルギー技術
再生可能エネルギー

PV、風力、地熱、水電解、
ｴﾈﾙｷﾞｰﾈｯﾄﾜｰｸ技術 等

化石燃料の“低炭素的”利用
低品位炭・ﾒﾀﾝﾊｲﾄﾞﾚｰﾄ等
の高効率利用 等

蓄エネルギー技術
再エネの貯蔵・輸送

水素エネルギー貯蔵、
蓄電 等

自動車の電動化
蓄電池、PEFC 等

省エネルギー技術
高効率電力変換

ﾜｲﾄﾞｷﾞｬｯﾌﾟ半導体ﾊﾟﾜｰｴﾚｸﾄﾛﾆｸｽ
熱有効利用

熱電変換、蓄熱
自動車エンジンの高効率化

燃焼の高度解析、排ガス処理

（ パリ協定、2050年80%削減等）
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エネ環領域

100#nm

LiFePO4

Li

2030
(100 200MW)

2050
(50GW )

9

領域のエネルギーロードマップ

社会におけるエ
ネルギーバッ
ファーの増大によ
るエネルギー多
様化の達成

小型・高効率の
電源技術による
社会の電動化、
省エネルギー化
の達成

再生可能エネル
ギーの大量導入
による低炭素エ
ネルギー自給率
の向上

パリ協定/SDGs

エネ環領域

100#nm

LiFePO4

Li

2030
(100 200MW)

2050
(50GW )

10

技術開発の方向性の精度向上

？

領域としてユニット横断型のエネルギーシステムアライアンスを発足させ、領域ロードマップの策定に
向けた検討を開始した。

技術開発ロードマップの多くは要素技術ごとにフォアキャスト型のアプローチによって設定されてい
る。一方で地球温暖化防止の観点から、エネルギーシステムについてはバックキャスト型の目標設定
が重要であり、現状の技術ロードマップ達成が温室効果ガス排出削減にどの程度寄与するのかを明
らかにする必要がある。
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/年

石炭 原油 天然ガス 原子力 再エネ 輸入水素

2050年CO280%削減可能な
一次エネルギー供給構造の例

（MARKALモデルに基づく試算）
• 原発：40年稼働、計画中新設あり
• CCS：CO2回収率90%、 2050年最大貯留量

1億t-CO2/年、
• 輸入水素CIF価格：2050年30円/Nm3
• PV最大導入量：2030年60GW、2050年70GW
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11

技術開発の方向性の精度向上
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0.0

0.5

1.0

デフォルト ケース1 ケース2

兆
kW

h/
年

石炭 石炭+CCS 石油 LNG
LNG+CCS 原子力 PV その他再エネ
分散FC 輸入水素発電

9% 16% 28%

39%
31% 21%

デフォルト：2050年PVmax70GW*1

ケース1：2050年PVmax139GW*2

ケース2：2050年PVmax244GW*2

2050年CO280%削減可能な一次エネルギー供給構造の例

2050年
電源構成

• 2050年CO280%削減のためには、発電部門

の直接CO2排出量ゼロが必要
¾ 水素 or 原発 or CCS火力 or 再エネ

• 技術開発の進展によりPV導入が進めば、

2050年80%削減は水素に過度に頼ることなく

達成可能

*1:H27 NEDO水素先導トータルシステム導入シナリオ報告書、*2: RTS社資料

エネ環領域

12

環境リスクの低減

産業と環境が共生する社会

資源・物質の循環

産業保安の確保

物質循環技術
レアメタル等希少金属のリサイクル技術

（戦略的都市鉱山研究拠点SURE）
水の安全確保と有効利用技術

（アジア戦略 水プロジェクト）

産業技術のリスク評価・低減
化学物質・ナノ材料のリスク評価
LCA等社会システム評価
産業事故の防止・被害低減技術
地球環境評価手法の開発

産総研における環境・安全技術開発

（ SDGs 水・衛生、生産・消費、資源等）
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13

NESTI 2050 に見る エネ技術ポートフォリオ

工光合成

領域テーマ

内閣府 エネルギー・環境イノベーション戦略
（NESTI 2050）

エネ環領域

14

領域のベンチマーク例

イノベーションをリードする国立研究機関 （2017年）

• 学術論文による積極的な科学研究成果の発表
• 産業界やプライベートセクターとの活発な共同研究
• 具現化した研究成果を知的財産権によって 適切

に保護

【評価の観点】

産総研
エネ環
領域

FhG-ISE
DOE-
NREL

ECN
国立

環境研

職員数
（学生含）

2,000人 1,100人 2,000人 500人 850人

研究
予算

127億円 105億円 350億円 不明 113億円

研究
分野

エネル
ギー・環
境・安全

エネル
ギー

再エネ
エネル
ギー・
環境

環境

備考 *1 *1 *2 *3

国立研究機関の例 N
o.

国立研究機関 国

1 米国保健福祉省 （HHS） 米国

2 原子力・代替エネルギー庁 （CEA） フランス

3 フラウンホーファー研究機構 （FhG） ドイツ

4 科学技術振興機構 （JST） 日本

5 産業技術総合研究所 （AIST） 日本

6 韓国科学技術院 （KIST） 韓国

7 MRC分子生物学研究所 英国

8 フランス国立科学研究センター （CNRS） フランス

9 フランス保健医学研究機構 （Inserm） フランス

10 シンガポール科学技術研究庁（ASTAR）
シンガ
ポール

＊1 テラワットワークショップ等で三者連携
＊2 FREAと連携協定
＊3 環境研究機関連携

ミッションが異なるため組織間の
単純な比較は難しい

（Clarivate Anaｌitics, 2017）
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15

順
位

機 関 名
引用された

特許数

1 産業技術総合研究所 1,184
2 科学技術振興機構 505
3 東北大学 308
4 東京大学 255
5 東京工業大学 222
6 京都大学 221
7 Univ. California 207
8 情報通信研究機構 197
9 鉄道総合技術研究所 192

10 理化学研究所 191

ベンチマーク例

Highly Cited Researchers 2名（3件）選出
（AIST計は3名（4件）選出）

パテントリザルト社 2017/06/21発表

順
位

機 関 名
高被引用
論文数

1 東京大学 1,326
2 京都大学 764
3 理化学研究所 623
4 大阪大学 540
5 東北大学 497
6 名古屋大学 395
7 産業技術総合研究所 327
8 九州大学 319
9 東京工業大学 304

10 物質・材料研究機構 303

インパクトの高い論文数ランキング 特許先行性（他社牽制力）ランキング

Clarivate Analytics社 2017/04/13発表

1位 「哺乳動物細胞における遺伝子発現の調節」に関する特許（特願2006-
502664）
2位「金属−空気電池」（特許第5207407号）
2位（同率）「単層カーボンナノチューブ」に関する特許（特許第4621896号）

エネ環領域は17%の人的リソースで、論文被引用数、外部資金獲得などAISTの約３割を担う

エネ環領域

16

Clarivate Analytics 「Highly Cited Researchers 2017」 (2005～2015年発表論文の高被引用著者)

・ 領域から3件（2名）選出 （日本より82件、産総研から4件（3名））

主な受賞
・ 産学官連携功労者表彰（内閣総理大臣賞） 

産総研発の板状大型単結晶ダイヤモンド製造技術によるベンチャー企業が大型切削工具や次々世代半導体につな
がる1インチウェハを製品化して起業、6年目に売上3億円を上回る急成⾧を達成。（先進パワーエレクトロニクスRC）

・ 第７回ものづくり日本大賞（内閣総理大臣賞）
水産物の鮮度保持に優れたシャーベット状の海水氷（シルクアイス）を、船の上で海水から製造する漁船搭載用の
製氷機を開発。株式会社ニッコーにおいて実用化。（省エネルギーRI）

・ 2017年日経地球環境技術賞（優秀賞） 
戦略的都市鉱山研究拠点（SUREコソーシアム）のPLが、タンタルコンデンサ等の自動選別技術により、産総研初の
個人受賞。（環境管理RI）

・ 第13回LCA日本フォーラム表彰（経済産業省産業技術環境局長賞）
LCAのためのインベントリーデータベース（IDEA）拠点が、ライセンス160件以上を既に販売し日本企業の環境性能
分析を支えていることに加えて、国際的にも日本初のトップデータベースとして認知された。（安全科学RI）

・ 上記の４件以外に、学会賞・論文賞等の外部表彰１６件

主な国際標準化活動
・ 国際議長 IEC/TC82 太陽光発電システム （再生可能エネルギーRC）
・ 国際議長 ISO/TC28 石油製品および潤滑油 （省エネルギーRI）

・ 上記２件を含め、IEC/TCおよびISO/TC：国際議長延べ４名、コンビーナー延べ１１名、プロジェクト
リーダー延べ８名、エキスパート延べ５９名を領域より輩出

ご参考：エネ環領域研究者の活躍例
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エネ環領域

1-2. 領域組織の概要

17

エネ環領域

18

• 領域長：小林哲彦、領域長補佐：仁木栄、戦略部長：小原春彦、

企画室長：松岡浩一

• ３研究センター、５研究部門、68チーム/グループ

• 研究職：371名（研究ユニット：352名、研究戦略部：19名）

• ポスドク：52名、テクニカルスタッフ：339名、クロスアポ：10名、

企業からの来所者：199名、大学等からの来所者：40名、

産学官制度来所者：893 名

• 研究費総額：約127億円
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太陽光発電RC/松原浩司
（つくば・九州、44） CIGS-PV・新PV

再生可能エネルギーRC/古谷 博秀
（福島★、38） Si-PV・多接合PV・風力・
地熱・化学ｴﾈﾙｷﾞｰ貯蔵・ｴﾈﾙｷﾞｰｼｽﾃﾑ

電池技術RI/谷本一美
（関西★ 45） LIB・新概念電池・PEFC

先進パワエレRC/奥村 元
（つくば・関西、35） SiC・GaN・ダイヤ

研究ユニットごとの研究課題

環境管理RI/田中幹也
（つくば、56） リサイクル・環境保全

安全科学RI/緒方雄二
（つくば、38） ﾘｽｸﾏﾈｰｼﾞﾒﾝﾄ・爆発安全・LCA

創エネRI/児玉昌也
（つくば・北海道、53） メタンハイドレー
ト、未利用化石資源

19

★：地域研究拠点化 RI：研究部門、RC：研究センター、（ ）：サイト・職員数

創エネルギー（再生可能エネルギー）

蓄エネルギー

創エネルギー（エネルギー資源）

省エネルギー

物 質 循 環 産業技術のリスク低減

省エネルギーRI/宗像鉄雄
（つくば、43） 熱電変換・燃焼技術（自
動車）SOFC

エネ環領域

産業界からリスペクトされる領域を目指して

1-3. 運営戦略の概要

20
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○ 我々の目指す世界観：Zero-emission Society の 夢

●低炭素社会 ●産業と環境が共生する社会
・再生可能エネルギーの大量導入 ・環境リスクの低減
・省エネルギー技術の普及 ・資源・物質の循環
・未利用エネルギーの高効率利用 ・産業保安の確保

○ 領域のあるべき役割：産業界からリスペクトされる領域を目指して

●未来社会のための産業技術シーズ創出（目的基礎）

●オープンイ・ノベーション・プラットフォームの提供（橋渡し機能）

○ 領域の経営構造： ミドル アップ ＆ ダウン型経営

●ユニット幹部を中心とする「現場主義」

○ 第５期に向けてのキーワード： 急 が ば 回 れ

“基礎体力”の増強による 結果としての「民間資金獲得拡大」
→ (1)目的基礎研究力の向上 + (2)マーケティング機能の定着 + (3)人材育成

エネルギー・環境領域の基本戦略

21

エネ環領域ご参考：領域の運営 「急がば回れ」 施策

1）領域内ガバナンス（研究ユニットとの意思の疎通、PDCA）
研究ユニット幹部との意見交換（定例２回/月、ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ会議合宿２回/年）、
E&Eフォーラム（講演、パネル討論、ポスターセッション等、３回/年）
全ユニット進捗状況ヒアリング、全リーダーとの意見交換 等

2）領域内重点テーマ技術連絡会議／領域横断連携（アライアンス事業）
連 絡 会 議 ： パワエレ、蓄電池
領域内ｱﾗｲｱﾝｽ事業（RI & RC連携活動） ：

エネルギーシステム、水素／エネキャリ、SOFC、エネルギー材料

3）目的基礎研究の強化
・ 領域裁量研究費（領域で審査）： 1.76億円 ・ ユニット長裁量費： 0.40億円
・ 論文発表支援 ： 1.92億円 ・ 知財登録支援 ： 0.25億円
・ 外部資金獲得支援 ： 公的資金の9%（4.9億円）、民間資金の20%（10.7億円）
・ 在外研究支援
・ 大学連携（クロスアポ）等 → 後述

4）マーケティング活動の定着 → 後述

5）内部人材育成 → 後述

22

- 33 -



エネ環領域

民間資金
獲得額
（千円）

公的資金
獲得額
（千円）

共同・受託
研究数の
大企業に
対する

中堅・中小
企業の

比率 (%)

論文の
被引用数

論文数

リサーチ
アシス
タント

採用数

イノベー
ション

スクール
DCコース
採用数

知財の
実施契約
等件数

平成29年度
数値目標

3,560,000 ― 33 15,800 430 35 100

平成29年度
実績数値
（1月時点
達成率）

2,229,403
※1

（62.6%）

5,716,651
※2

内 受託
5,486,668

内 科研費
201,967

22.8

大企業
契約数210
中堅・中小
契約数62

16,986
※3

（108%）

375
※4

（87.2%）

48名
（137%）

0名
（0%）

115
（115%）

前年同月比 98% 103% ― 108% 127% 141% 131%

平成29年度目標達成状況

評価指標、モニタリング指標

産総研全体に対する貢献率 ※1 28% ※2 27% ※3 34% ※4 23% 職員数は産総研全体の17%

23

エネ環領域

2.160万円/職員（外部資金）
2,470万円/職員（含復興費）

交付金

復興費

公的・科研費

公的・NEDO他

民間資金

ミッション
● 未来社会のための産業技術シーズ創出
● オープンイ・ノベーション・プラットフォームの提供

目的基礎（イメージ）

オープン
イノベーション

プラットフォーム
（イメージ）

個社対応（イメージ）

H29FY 研究費総額
129億円（1月）

交付金
３2.5％

復興費
8.4％

公的・NEDO費等
42.8％

科研費
1.6％

民間資金
14.7％

予算から見たエフォート配分

24
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エネ環領域

オープンイノベーション
プラットフォーム（協調領域）

NEDO費等の獲得
PL、SPLなど担当

マネジメント・事務局担当
コア技術・要素技術提供

（バックグラウンドIP）
集中研提供

国際標準化活動

個別連携（競争領域）個別連携（競争領域）

オープン ＆ クローズ戦略

企
業

企
業

企
業

企
業

企
業

大学等
アカデミア

企
業

エネ環領域の社会的役割

企業

≫

企
業

TPEC長：奥村、TherMAT-PL：小原、SURE-PL:大木、
RISING-SPL：小林（弘）、AICEｹﾞｰﾄｷｰﾊﾟｰ：小熊ほか

企
業企

業

企
業

Core
AIST

Core
AIST

企
業

25

エネ環領域

26

１．領域の概要と
研究開発マネジメント

（２）技術的ポテンシャルを活かした
指導助言等の実施
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エネ環領域

27

気象データ解析による農作物収穫量予測に関する
技術コンサルティング （安全科学研究部門） 1,498万円
電気化学的分析による固体酸化物型燃料電池の
被毒メカニズム （省エネルギー研究部門） 975万円
ケイ素およびアルミニウム化合物の混合危険に関する
調査技術コンサルティング （安全科学研究部門） 559万円
ハイドレートによるCO2分離と地中貯留の安全性向上に関する
技術コンサルティング（創エネルギー研究部門） 497万円

契約数
（12/19時点）

59(2017)          
12(2016)

金額
（12/19時点）

6,951万円
2,450万円(2016)

技術コンサルティング

技術アドバイス，分析/評価，将来の連携を見据えた先端技術調査等を実施

契
約
例 2016年比:件数約5倍、

金額約3倍に増加

エネ環領域

28

技術コンサルティング代表例

気象データ解析による農作物収穫量予測に関する技術コンサルティング

安全科学研究部門エネルギーシステム戦略グループ 河尻耕太郎主任研究員

背景

農業ビジネスの最大の課題の一つは、
気象条件で収穫量が大きく変動することで
ある。収穫量の予測誤差により、目標未達
や余剰が生じ、利益率の減少が生じる。

気象データ、農作業・収穫量等実測
データと、AI（深層学習）や数理モデル（統

計手法、農作物生産モデル）を用いて、ト
マトの収穫量を高精度に予測する手法を
開発する。

目的

気象観測データ
（過去）

トマト収穫量
予測モデル

・AI（深層学習）
・統計手法
・農作物生産
モデル

農作業・
収穫量データ 収

穫
量

 [t
/d

ay
]

日

1.気象予報データを元にした日射量予測・分析
プログラムの開発。

Day予
測

日
射

量
[k

W
h/

m
2]

観測値

予
測

値

2. トマトの収穫量予測手法の開発

研究項目

1.気象予報データを元にした日射量予測・
分析プログラムの開発。
2. トマトの収穫量予測手法の開発。

気象予報データ トマトの収穫量予測

研究項目概要

日射量予測・分析

２週間後の納入契約

次年度は共同研究を予定
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エネ環領域

29

FREA被災地企業のシーズ支援プログラム

平成２５～２９年度 福島再生可能エネルギー研究開発拠点機能強化事業

被災地企業の
シーズ支援プログラム

製品化実績：９件

エネ環領域FREA被災地企業のシーズ支援プログラム 事業化例

バックシート

ガラス

●アサヒ電子株式会社
太陽電池ストリング監視システム「Neoale（ネオエール）」

●日本カーネルシステム株式会社
「バイパスダイオードチェッカー」

●日本化成株式会社
太陽電池モジュール用封止材の架橋助剤「TENASHIELD」

●株式会社亀山鉄工所
「温度成層式蓄熱・貯湯システム」

●株式会社倉元製作所
「逆型有機薄膜太陽電池の耐久性・信頼性評価とその劣化メカニズムの解析」

●ジオシステム株式会社
「地下水移流効果を有効利用した高効率地中熱交換器の商品化」
「樹脂製細管熱交換器を内蔵したタンク式地中熱交換機の有効性の検証」

●日本地下水開発株式会社
「自噴井を利用したクローズドループ地中熱ヒートポンプ冷暖房シス

テムと無散水消雪システムの高効率ハイブリッド化とその性能評価」

●サンポット株式会社
「オープンループ型に対応可能な地中熱ヒートポンプの開発」

30
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エネ環領域

31

１．領域の概要と
研究開発マネジメント

（３）マーケティング力の強化

エネ環領域

エネルギー・
環境 領域

素材・化学
産 業

自動車
産 業

エネルギー
産 業

エネルギー
デバイス
産 業

LIBTEC（Li電池材料評価）
SURE（戦略的都市鉱山）

AICE（自動車内燃機関）
TherMAT（未利用熱活用）

FC-Cubic（燃料電池）
LIBTEC（再掲）

エネルギー・環境領域を取り巻くサプライチェーン

技術研究組合、コンソーシアム

IDEAラボ（LCA）
環境技術・リスク評価

環境適合性評価環境適合性評価

＊青字は「２.「橋渡し」のための研究開発」で詳述

PVTEC（太陽光発電）
フレキシブルエネルギーデバイス

（太陽光発電）

TPEC（パワエレ）
LIBTEC（再掲）

FC-Cubic（再掲）
ASEC（固体酸化物エネルギー変換）

ASCOT（超電導）

要素技術 ＆
未来ニーズ収集 ｿﾘｭｰｼｮﾝ提供

32
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エネ環領域ご参考：技術研究組合、コンソーシアム

PVTEC 太陽光発電技術研究組合
TherMAT 未利用熱エネルギー革新的活用技術研究組合
LIBTEC 技術研究組合リチウムイオン電池材料評価研究センター
AICE 自動車用内燃機関技術研究組合
FC-Cubic 燃料電池技術に係る技術研究組合

TPEC パワーエレクトロニクス
SUREコンソーシアム 戦略的都市鉱山
フレキシブルエネルギーデバイスコンソーシアム 太陽光発電
内燃機関産学官連携コンソーシアム 自動車内燃機関
ASEC 固体酸化物エネルギー変換
ASCOT 超電導
MH21コンソーシアム メタンハイドレード資源化
グリーンアンモニアコンソーシアム CO2フリー燃料
コールドチェーン・コンソーシアム 北海道水産業振興

IDEAラボ ライフサイクルインベントリデータベース
ALSEC 固体酸化物エネルギー変換技術
次世代自動車エンジン研究ラボ パワートレイン
エネルギーナノ工学研究ラボ エネ・デバイス用ナノ材料応用

技術研究組合

イノベーションコンソーシアム型共同研究

研究ラボ

エネルギー・環境領域のオープン・イノベーション・プラットフォーム

33

エネ環領域

34

OEM9社、JARI、AIST
賛助会員：74社で構成

研究成果DB
研究ワークスペース

コンソーシアムと技組が連携し

産業界のニーズを研究テーマ
にブレークダウン
チームを構成して研究推進

内燃機関産学官連携コンソーシアム(ICEC)の構築

内燃機関産学官連携コンソーシアム

持続的な産学官連携体制の構築にむけて

【ポイント】
• 内閣府SIP「革新的燃焼技術」では自動車用内燃機関技

術研究組合(AICE)との強力な協調体制で、熱効率50％と
いう高い目標の達成が視野に入ってきた。

• 来年度でプロジェクトは終了するが、効率的に成果を創
出できる体制が構築されたところでもあり、産学官の間で
も持続的発展していける体制が期待している。

• コンソーシアムでは、アカデミア会員としてSIPやAICEで
の研究担当者を中心に取り込み100名以上の学の連合
体として産業界と連携できる場を提供する。

• 産総研は事務局機能とゲートキーパーとしてAICEと協力
し、業界のニーズをブレークダウンした課題設定、課題解
決のための研究チームの構成、民間資金・公的資金の
確保を図りつつ、委託研究や共同研究等を推進する。

• 従来の個別対応型共同研究や国プロの枠を超えて様々
な連携を可能とするプラットホームを構築する。

• 環境制約や燃費制約が年々厳しくなる中、個社での対応
も難しくなってきており、協調領域を拡大することで技術
の高度化を加速するとともにコストシェア、リスクシェアを
図れることが期待されている。

【体制】
• 平成29年6月に発足

• 発足時メンバー：特別会員（AICE:組合員9社、2機関、

賛助会員74社）および大学5機関、産総研

• 産総研内では、分野を超えて研究者を結集させ、

次世代自動車エンジン連携ラボを結成

• 運営予算：1,000万円/年

• 2019年以降、研究費総額10億円規模を想定
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35

IDEAラボの設立 –LCA技術の普及・展開–

新技術・製品のLCAをサポート

paint

CO2
NOx
SOx
PM

CO2
NOx
SOx
PM

Fe
Au
Water
Land
…

CO2
NOx
SOx
PM

国際市場で利用される
ソフトウェアへの登載

国内への普及

国際市場への展開

• 国内外に136のライセンス販売
• 技術コンサルでも活用

沖縄エネテック、神戸製鋼など

国内シェアNo.1ソフトウェアへ
の登載

分析の基盤となるデータベース

ソフトウェアを
通じて社会へ

展開

エネ環領域

36

戦略的都市鉱山システム・社会導入イメージ
【プロジェクト概要】
• 産総研では、革新的なリサイクル技術開発と動脈－静

脈 産業連携に基づく「戦略的都市鉱山構想」を提唱し、
戦略的都市鉱山研究拠点（SURE）を組織化。民間61社
と26の公的機関からなるSUREコンソーシアムを設立。

• PLを産総研が務め、SUREを中心として、SUREコンソー
シアム会員企業、大学・研究機関より計13機関が参画。
年間予算約6億円。

• 資源価値の高い小型家電等の廃製品を対象に、レアメ
タル含む多様な金属（戦略メタル）について、低コストか
つ高効率なリサイクル技術を開発すると共に、動静脈連
携を強化する情報・制度・社会システムの構築を目指
す。

• 2017年8月、産総研内に集中研（CEDEST）を整備。

【社会へのインパクト】
• 産業構造を循環型にシフトする戦略的都市鉱山導入に

より、欧中を圧倒する人工資源からの金属生産技術を
確立する。導入後の10年間で、日本の金属生産市場5.3
兆円が見込まれる。

NEDOプロジェクト 「高効率な資源循環システムを構築するための
リサイクル技術研究開発事業」 （平成29～34年度予定）の開始

集中研
CEDEST

• 戦略的都市鉱山思想に基づき、日本再興戦略、NEDO技術戦略を策定。SUREコンソを
中心とした、動静脈連携による日本型「戦略的都市鉱山」確立に向けたビジョンが、社会
的な支持を得つつある。

戦略的都市鉱山研究拠点（SURE）の発展
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エネ環領域ご参考：国際標準化活動
今年度提案・発行された国内外標準化案件

ISO-IEC（国際規格）
・Fine ceramics (advanced ceramics, advanced technical ceramics) -- Test method for self-cleaning 
performance of semiconducting photocatalytic materials under indoor lighting environment -- Measurement 
of water contact angle （ISO/TC206(ファインセラミックス）/WG9）（ISO 19810、発行）

光触媒で最も大きな市場を占める外装建材用セルフクリーニング材料を室内環境で機能する内装建材に展開する
ことによる国際的な市場拡大に対応するために、製品の性能を評価して品質を担保する性能試験規格「JIS R 
1753」を基に「ISO 19810」の発行を主導。

・Photovoltaic systems - Power conditioners - Energy evaluation method（IEC/TC82 (太陽光発電システム）/ 
WG6（システム構成機器））（IEC TS 63156 ED1、提案）
PCSの効率を実際の気象環境に近づけて評価するための動的効率試験法を新規提案。

・Semiconductor devices - Non-destructive recognition criteria of defects in silicon carbide homoepitaxial
wafer for power devices - Part 2: Test method for defects using optical inspection（IEC/TC47 (半導体デバイ
ス）/WG5）（IEC/CD 63068-1 Ed. 2.0、提案）
SiCホモエピタキシャルウェハのエピタキシャル層欠陥を光学検査手法によって決定する際の標準検査方法を規定
するとともに、欠陥の検出及びその分類を可能とする光学検査画像を例示。

JIS国内規格
・火薬類安定度試験用試薬類（追補１）（JIS K 4822:2001/AMENDMENT 1:2017、発行）
・火薬類性能試験方法（ 追補１）（JIS K4810 追補１、提案）
・火薬類性能試験方法（JIS K4810、提案）
・火薬類安定度試験用試薬類（JIS K 4822、提案）
・工場排水試験方法（JIS K 0102、提案）
・太陽電池デバイス―第９部：ソーラシミュレータの性能要求事項（JIS C 8904-9、発行）

37

エネ環領域

38

１．領域の概要と
研究開発マネジメント

（４）大学や他の研究機関との連携強化
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オープンイノベーションラボラトリ（OIL）とラボラトリ
• 産総研・名大 窒化物半導体先進デバイス

オープンイノベーションラボラトリ （GaN-OIL）

• 産総研・九大 水素材料強度ラボラトリ （HydroMate）

• 産総研・京大 エネルギー化学材料

オープンイノベーションラボラトリ （ChEM-OIL）

新規の主な連携強化案件
• ドイツ航空宇宙センターと産業技術総合研究所がエネルギー変換・貯蔵に関わる研究連携に関する協定を締結産総研

と米国パシフィックノースウェスト国立研究所包括研究協力覚書を締結

• 欧州委員会共同研究センターと産業技術総合研究所が研究連携に関する協定を締結

• 国立大学法人 金沢大学とエネルギー・環境分野に関する包括的連携研究協定を締結

• 2016年3月に独フラウンホーファー研究機構および米国国立再生可能エネルギー研究所と開催したテラワットワーク

ショップの成果がScience誌に掲載 (Science 356 (6334), 141-143)

• 筑波大学協働大学院方式におけるレジリエンス研究推進コンソーシアム設立

クロスアポイントメント制度を活用した連携強化（10名）
• エネルギー・ナノ工学ラボ（東京大学・丸山教授）

• イオン液体の電気化学的応用技術開発（大阪大学・桑畑教授）

• 再生可能エネルギー研究開発（山形大学・松田准教授）

• アンモニアガスタービン研究開発（東北大学・小林教授） 等

経済産業省 革新的エネルギー技術国際協働研究開発事業（6ヶ国26機関）
• 国立再生可能エネルギー研究所 （NREL、米国）：薄膜太陽電池，熱電変換，Liイオン電池
• フラウンホーファー太陽エネルギーシステム研究所 （FhG-ISE、ドイツ）：太陽光発電

• ローレンス・バークレー国立研究所 （LBNL、米国）：超臨界地熱発電，熱電変換，Liイオン電池

• ローレンス・リバモア国立研究所 （LLNL、米国）：高温岩体地熱発電

• ブルックヘブン国立研究所 （BNL、米国）：有用化成品，ギ酸

• デルフト工科大学（TU Delft、オランダ）：水素吸蔵合金

国内・国際連携状況

経済産業省の進める「オープンイノベーションアリーナ構
想」の一環として、大学等内に設置する連携研究拠点。
OILおよびラボラトリの設置を行うことで大学等の基礎研
究と、産総研の目的基礎研究・応用技術開発を融合し、
産業界へ技術の「橋渡し」を推進。

エネ環領域

Fuel cell
-

Clean energy

..........Metal -organic framework

水素・液体燃料 キャパシター

..........MOF/PCP、電解質、触媒など

エネルギー
変換・貯蔵

燃料電池 電池

産総研

機能界面構築、
電気化学デバイ

ス化技術

京大
MOF/PCP、電解

質、触媒等
先端材料シーズ

産総研と京大が集中的・組織的に研究

材料シーズの実用化に向けた橋渡しを目指し、材料から応用に至
るまで一貫した集学的・実学的研究を効果的・効率的に実施

企 業

エネルギー化学材料としての
高機能性触媒の創製

40

産総研・京大 エネルギー化学材料OIL（ChEM-OIL）

MOF: Metal-Organic Framework
PCP: Porus Coordination Polymer

MOF

金属イオンと有機物の配位結
合・自己組織化により形成さ
れ、規則正しい細孔構造を持
つ。

R.-Q. Zou, H. Sakurai, S. Han, 
R.-Q. Zhong, Q. Xu, J. Am. 
Chem. Soc., 2007, 129, 8402.
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エネ環領域国立大学法人 金沢大学と包括的連携研究協定を締結

現 在

将 来

包 括
契 約
包 括
契 約

A-STEP ハイリスク挑戦

徳田准教授山崎招聘研究員

リサーチアシスタント(RA) 金沢大学学生（受入担当：牧野チーム長ほか）

人 材 交 流

人 材 育 成

【教 育】大学教員として講義
(例:半導体デバイス)を担当

テーマ：ミニマルファブ仕様ダイヤ成長装置開発

【研究】大学教員として基礎研究

テーマ：・ダイヤモンド半導体デバイスの基礎・応用研究

・半導体グレードダイヤモンドウェハの開発

【研究】産総研研究員として先進パワエレRC
ダイヤモンドチームのメンバーと基礎・応用研究

（学内PJ）

概 算 要 求
ミニマルファブ導入

A-STEPシーズ育成 エネ・環境先導プログラム

大型プロジェクト（CRESTや国プロ等）

牧野 チーム長 松本 助教

【研究】&【教育】
【研究】

人材交流で加速された研究を基に、産総研が他の企業・大学・国研への橋渡し → さらに大きい枠組みで共同研究を展開

クロスアポイントメント

さらに相互に人材交流を深める

41

エネ環領域

42

１．領域の概要と
研究開発マネジメント

（５）研究人材の拡充，流動化，育成
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エネ環領域

43

内部人材育成

E&Eフォーラム（エネルギー・環境領域 交流
会）の開催

領域内研究連携の促進

• 年2回の開催（12月拡大版：参加人数138人）
• 領域長による講演により領域運営方針を共有

• 全ユニット長によるパネルディスカッションを
通じた問題意識の共有

• ポスター展示による新規採用者の紹介と表彰

ﾊﾟｰﾏﾈﾝﾄ化審査と若手指導体制
【パーマネント化審査1年前】

• 領域幹部、ユニット長を前にした進捗状況
報告会の実施

• グループ長も指導方針を説明
【パーマネント化審査2ヶ月前】
• E&Eフォーラムでの研究発表と領域幹部、

ユニット幹部、参加者によるアドバイス体制
【パーマネント化審査】

• 領域幹部とユニット長によるパーマネント化
審査の実施

海外派遣支援（0.2億円+国際共同研究PJ）

今年度派遣３名の在外研究を支援

パーマネント人材のOJTによる育成
• 首席研究員等、世界トップ研究者の育成
• 40代で1年～2年の産総研内外への出向を

通じ研究マネジメント業務を経験
• OJTを通じた幹部人材の育成

領域アライアンス事業（再掲）

研究能力 + 技術経営力

エネ環領域

44

内部・外部人材育成

連携大学院制度

本年度委嘱：のべ52名

• 筑波大学 8名
• 東京理科大学 6名
• 首都大学東京 3名
• 神戸大学 3名
• 神奈川工科大学 3名
• 福島大学 2名
• 金沢大学 2名
• 東京大学 2名 等

昨年度、優れた研究開発能力を持つ大学院生を
産総研リサーチアシスタントとして雇用する制度を
創設。実施中の国の研究開発プロジェクト等に
参画すると共に、その研究成果を学位論文に
活用することが可能に。

リサーチアシスタント

本年度採用：48名
（修士33名、博士14名）

本年度採用：PDコース1名

イノベーションスクール
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エネ環領域

パワエレ寄附講座

回路・計測 パワーデバイス 基礎・応用

パワエレ連携講座
只野、磯部 岩室、矢野

奥村、山口、児島

企業人材（筑波大学特任教授）
が学生を指導

筑波大学
（寄附講座の受け皿）

TIAパワエレ連携・寄附講座

単位、学位の付与
（修士・博士）

教員派遣

全国の大学
との連携

学生、及び社会人学
生が常駐し研究活動
を実施

学生の指導に関して
密接に連携

学生
インターンシップ

産総研TIA連携棟の活用

OJTの場

学生受入

パワーエレクトロニクスサマースクール

橋渡し研究

シーズ開拓

H29年度
•参加者:学生99名、社会人33名
•講師：産学官より13名（海外2名）
•見学会：4コース

パワエレ連携・寄附講座 （H25/4開講）

45

外部人材育成

エネ環領域

• 大学等から人材を受入れ、再生可能エネルギー分野の人材を育成。
人材育成を伴う共同研究契約件数： 東北大学、福島大学、岩手大学、会津大学、日本大学等２０件

人材育成数（H29年12月末現在）： ポスドク、技術研修など計1００名

46

ノルウェー工科大学
（NTNU)学生の見学

外部人材育成

○人材育成の取組

• 大学等から学生を受け入れ、研究開発（共同研究）等への参画を通じて、再エネ分野の人材を育成。こ
れまでに様々な制度で延べ142名の学生に研究現場でOJTによる人材育成を実施。

結晶シリコン太陽電池
基盤技術コンソーシアム

福島再生可能エネルギー
研究所「被災地企業の
シーズ支援プログラム」
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エネ環領域

メタンハイドレート総合シンポジウムなどのアライアンス活動

【従来の経緯】
• 基礎科学分野から産業技術分野に至る産学官の研究

者・技術者が集まり、最新の研究開発成果を発信する場
として、平成21年より毎年、産総研の臨海副都心センター
にて開催。

• 実験教室や外部機関の見学対応などによる情報発信も
実施。

【平成29年度の成果】

• 今年度は、例年と異なりつくば中央にて10月末に開催し
たが、350名超と昨年以上の参加があった。今年は砂層
型MHに関する各種生産増進法に関する報告やハイド
レートに関する基礎物性の話題の他に、表層型MH回収
技術開発に関する調査研究が新たに報告されるなど講演
の内容が多岐にわたっており、ハイドレート研究のすそ野
が拡がってきている。

【アウトプット】

• 国内外のメタンハイドレート研究者の発表や議論の場を
提供することで、メタンハイドレートの新技術・新産業の創
出に向けた、多角的な人材育成に貢献している。

47

外部人材育成

図１ 第9回MH総合シンポジウムの様子

図2 これまでのシンポジウム参加人数の変化

エネ環領域

48

領域の概要と研究開発マネジメント まとめ

【領域の概要】 Zero-emission Societyの夢
１）低炭素社会を目指して

再生可能エネルギーの大量導入、省エネルギー技術の普及、
未利用エネルギーの有効利用

２）産業と環境が共生する社会を目指して
環境リスクの低減、資源・物質の循環、産業保安の確保

【マネジメント】 急がば回れ ： より産業界からのリスペクトを得るために
１）目的基礎研究の強化

交付金の確保、大学連携の強化（OIL, ｸﾛｱﾎﾟ等）、企業連携からのﾌｨｰﾄﾞﾊﾞｯｸ
２）マーケティング力の強化

ICと研究者の連携、コンソーシアム・技組等の活用、コンサルティングの活用
３）人材育成 → 研究能力/技術経営力の向上、新技術の啓蒙

内部人材：任期付き職員教育、出向等OJT、海外派遣
外部人材：新技術啓蒙活動、ポスドク教育、大学連携

４）その他
領域内横断連携強化、国際標準、地域産業支援、国際連携 等

→ 外部資金獲得や論文被引用数などは産総研全体の約30%を担っている
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民間資金獲
得額（千円）

公的資金獲
得額（千円）

論文の
被引用数

論文数

平成29年度
数値目標

3,560,000 ― 15,800 430

平成29年度
実績数値

（1月時点達成率）

2,229,403
（62.6%）

5,716,651 16,986
（108%）

375
（87.2%）

前年同月比 98% 103% 108% 127%

AIST内貢献率 28% 27% 34% 23%

平成29年度
主要目標達成状況

● 論文発表数や論文被引用数、外部資金獲得などは、順調に増加
● 目的基礎研究 や オープン・イノベーション・プラットフォーム活動 は想定以上に展開
● 一方で「民間資金獲得額」が目標を大きく下回る

↓
● 大口案件の完了（成功） と 新規獲得 との狭間
● 構造的課題：ニーズの高い オープン・イノベーション・プラットフォーム活動（NEDO PJ等）

への リソース投入、目標値設定と現状との大きな乖離

↓
● マンパワーの獲得
● 民間資金で運営する プラットフォーム の拡大
● プラットフォーム活動からの資金提供型共同研究への移行
● 技術コンサルティング（大幅増加）からの資金提供型共同研究への移行

領域の概要と研究開発マネジメント まとめ

49

エネ環領域

50

前年度評価コメントへの対応（１）
昨年度の評価委員会で頂いたコメントにつきまして、例として以下のような対応を行っております。

（１）領域の概要と研究開発マネジメントについて

【ご意見1】 福島FREA活動のような被災地企業のシーズ支援はすばらしい活動だと思う。AISTの存在
感、技術貢献を示す上でも、メディアなどでもっとPRした方がよいのではないか。

【対 応】 平成27年にはFREAの研究者が日刊工業新聞に23件の連載記事を掲載するなど、これまでも
PRに心がけて来ました。平成29年4月以降においても、FREA関連の報道は、地方紙を含め新聞報道52
件、TV放映3件、プレス発表等10件とPRに努めてきました。また、FREAは視察を年間5,000人規模で受
け入れています。今後もよりPRをできるように努力を継続したいと思います。

【ご意見2】 技術コンサルティングは、「技術の目利き役」としての産総研にとって今後、重要な業務になっ
ていくと思われる。3,000万円の契約金は23億円の民間資金の1%であり、一層の増大が望まれる。

【対 応】 平成29年度の技術コンサルティングは、契約ベースで金額は平成28年度比2.8倍、件数は4.9
倍と飛躍的に増加し、民間資金に対する割合も3.4%と3倍以上に増加しました。制度開始から3年目を迎

えた本制度は着実に定着しており、企業連携の入口の機能の他、研究ユニットの状況に合わせた活用、
例えば知財の発生しない共同研究契約の代替や共同研究契約との合わせ技等による民間資金獲得額
の拡大に向けて、重要な位置を占めるものと考えています。
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前年度評価コメントへの対応（２）
（２）「橋渡し」のための研究開発について

【ご意見1】 MBRの実排水処理高効率化と膜閉塞機構の解析
開発したMBR技術を、水処理研究だけでなく新たなシーズとして他の目的への適用の可能性を検討して
欲しい。
【対 応】 水処理分野については、好気MBR技術をシーズとして、今後はエネルギー生産分野である嫌
気MBR技術に適用することを予定しています。水処理分野以外では、コア技術である次世代シークエン

サーによる微生物大規模同定技術を用いて、環境動態解析の分野で沿岸管理や窒素循環などについて
も検討を予定しています。土壌浄化分野では、重金属汚染浄化の分野でJOGMECや企業と共同研究を

開始しました。さらに、要素技術である顕微鏡観察については、バイオフィルムの非破壊観察と制御で、ラ
イフサイエンス分野である製薬企業のような異分野の業種にコンサル事業を始めました。

【ご意見2】 反転層チャネルダイヤモンドMOSFETの開発

ラボレベルであるが、動作実証の意義は大きい。産総研の高い技術力を示す事例として評価でき、今後
のスケールアップに期待する。
【対 応】 平成28年度、反転層型ダイヤモンドMOSFETの動作実証に成功した時点では、チャネル移動
度：8cm2/Vs、ドレイン電流：1.6mA/mmでしたが、現在はチャネル移動度：31cm2/Vs、ドレイン電流：
14mA/mmと着実に研究を進めております。現状は依然として目的基礎研究のレベルですが、今後必要と
なる種々の要素プロセスを明確化した上で技術向上させ、橋渡し前期へと開発を進めていきます。

上記の他、評価委員会でコメント頂きましたロードマップの策定等につきましても、本説明資料で示しまし
たように検討を進めております。

エネ環領域

52

２．「橋渡し」のための研究開発

平成29年度の主な研究成果のリストから以下の内容を紹介
青：蓄電池に係る研究開発
紫：太陽光発電に係る研究開発
赤：水素エネルギーに係る研究開発
緑：パワーエレクトロニクスに係る研究開発

※リストにある上記以外の成果は別添資料にスライドを掲載しています。
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53

２．「橋渡し」のための研究開発

（１）「橋渡し」につながる目的基礎研究

エネ環領域

目的基礎 橋渡し前期 橋渡し後期 商用化

123.5

123.5

123.5

123.5

123.5

123.5

O2

CO2

CO
NO
N 2O
SO2

Gas analyzers

Compressor

Cooling water

Gas cylinder

Data logger

Computer

Exhaust gas

Analog output

T. C. output
signal

Pressure
transducer

Pressure
regulating valve

DP

High pressure
manometer

Mass flow controller

Mass flow meter

基礎燃焼試験 加圧燃焼試験 実証プラント試験
H25〜自治体等へ導入開始

下水汚泥燃焼
技術の商用化

新材料プロセス試験 セル・モジュール
作製・性能評価試験

屋外評価試験

太陽光発電
技術の商用化

「橋渡し」とは？–目的基礎研究–

電池材料開発 車載用電池開発 ハイブリッド自動車
(H9〜)初代プリウス発売開始

ニッケル水素
電池の商用化

54
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エネ環領域

1-(1)
創エネ

H-VPEによる超高速・高効率GaAs太陽電池の開発

スマートスタック太陽電池の開発

バイオマスからパラフィン系ジェット燃料の製造

超臨界地熱資源によるＧＷ級発電技術の開発

1-(2)
蓄エネ

金属多硫化物の開発と新奇な充放電機構の解明

シート型硫化物全固体電池の開発

レアメタルを使わない高容量有機二次電池の開発

高機能性エネルギー材料としての新しいナノカーボンの開発

ポストリチウムイオン電池の研究開発

リチウムイオン電池用高機能セパレータの設計

水素脆化に関する評価技術および機構解明の研究

ＣＯ2フリー水素を利用したアンモニア製造技術の開発

目的基礎研究
平成29年度の主な研究成果

作製したシート型硫化物全固体電池

55

エネ環領域

1-(3)
省エネ

高性能硫化物熱電材料の開発

SiCバイポーラデバイスのボトルネック順方向劣化の原理把握と抑制策提示

1-(5)
安全・物質循環

超高感度SIPによる1,4ジオキサン分解菌の同定

選鉱性総合評価装置（CAMP）の開発

水素エネキャリのリスク評価

目的基礎研究
平成29年度の主な研究成果

（１）「橋渡し」につながる目的基礎研究では、
リスト中で青字の蓄電池に係る研究開発を紹介します

廃水

処理水

沈殿槽

(240 m3)
曝気槽 (450 m3)

再曝気槽

(50 m3)

13C  

超高感度SIP：13C-1,4ジオキサンを取り込む微生物を同定

次世代シークエンス
*500倍の感度向上

軽

重

適用

20%以上の
性能向上

420nm

pnダイオードの評価

56
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エネ環領域

57

目的基礎研究

• Clarivate Analytics「Highly Cited Researchers 2017 (2005～2015年発表論文の
高被引用著者)」 に3件（2）名選出 （3,300名、日本より82名、AISTから4件（3名））

• European Academy of Sciences 会員1名 （会員約650名（内 ノーベル賞・フィールズ
賞 65名）、化学部門会員95名（日本より9名））

論文発表状況 （1月末時点）

論文の
被引用数

論文数

数値目標 15,800 430

実績数値 16,986 375

達成率 108% 87.2%

昨年同月比 108% 127%

産総研全体に
占める割合※

34% 23%

※ 職員数は17%

論文 （IF>10） = 16
論文（5<IF<10） = 45

＊12月末時点

エネ環領域

58

２．「橋渡し」のための研究開発

（１）「橋渡し」につながる目的基礎研究

蓄電池に係る研究開発
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エネ環領域二次電池研究開発の目的

大型発電所

出力変動対応蓄電池

高エネルギー密度蓄電池の社会への展開

9 自動車電動化への社会的期待が高まる
中、軽量コンパクトなリチウムイオン電池
及びそれを超える革新蓄電池の開発

9 再生可能発電での出力変動対応及び
ビル用や家庭用途などで大型から小規
模の定置型蓄電技術が再生可能エネル
ギーの普及拡大へ貢献。

9 蓄電池技術は、分散型エネルギーシステ
ムでの省エネ性や自律性を高める上で
重要な技術。

太陽光発電
風力発電

ビル用蓄電池
数10-数百kWh

EV用電池
30-70kWh

家庭用蓄電池
数-10数kWh

PHV用電池
5-10kWh高容量、長寿命、高安全性、低コスト

な革新蓄電池を実現する電池材料の
研究開発。

59

次世代自動車

再エネ普及拡大

スマート化での省エネ

エネ環領域
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ニッケル水素電池 【NEDO 二次電池技術開発ロードマップ 2013】の計画を元に作成
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には、革新型
蓄電池が必要

車載用蓄電池開発のロードマップ

高容量、長寿命、 高安
全、低コストの両立

全固体 LIB
金属酸化物系正極／ 硫

化物系電解質/C負極

全固体 次世代LIB
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エネ環領域二次電池技術開発ロードマップ

2015 2016      2017      2018      2019      2020 2025 (2050)

200 Wh/kg
2500 W/kg

約2万円/kWh

第4期中長期計画

EV走行60km PHEV

300km走行EV
(*単電池320Wh/kg)

1000サイクル

NEDO二次電池技術開発ロードマップ２０１３より

出力重視型（HEV～PHEV）

ｴﾈﾙｷﾞｰ密度重視型（EV） 250 Wh/kg
1500 W/kg

約2万円/kWh

500 Wh/kg
1500 W/kg

約1万円/kWh

先進リチウムイオン電池

ポストリチウムイオン-革新電池系

・高容量化、高安全化、長寿命化のためにコバルトフ
リー正極、シリコン負極、難燃性電解質の適用。

・性能低下と材料劣化の挙動解析。セラミックのシート
化、薄膜化などの電池化プロセス技術の高度化。

・高レート対応セパレータ、電解液開発支援

電池デバイス化
エネルギー密度実証

サイクル実証

硫化物電池

空気電池（亜鉛空気）

コンバージョン型蓄電池

硫化物系全固体電池 500km走行EVへの
基本特性の実証

(*単電池で500Wh/kg)

700 Wh/kg
1500 W/kg

約0.5万円/kWh

第5期中長期画

2030

電
動
自
動
車
の
普
及
促
進

(
走
行
距
離
５
０
０
ｋ
ｍ
Ｅ
Ｖ
の
実
現)

・
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
の
低
炭
素
化

アウトカム

定置用二次電池(需要家対応）
LIB,PbAcid、NiMH, NAS, Flow電池、革新電池

寿命15年
低コスト化

寿命20年
低コスト化

空気電池（Li-空気）

（Na,Mg、etc.）等イオン電池

材料の高度化
デバイスへの適用性検討

有機イオウ系、有機物正極材料

酸化物系電解質（全固体電池）

金属負極（Na,Mg等）

新電池
概念系

新材料

61

エネ環領域産学官連携での二次電池研究の推移

62

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017 2018 2019 2020
実用化/実証
応用段階

要素技術

基礎研究

共通基盤技術 先進・革新蓄電池材料評価技術開発技

技術究組合リチウムイオン電池材料評価研究セン
ター（LIBTEC）＠産総研 関西センター

自動車産業戦略2014(2014年7月）
エネルギー革新戦略(2016年4月）
エネルギー環境イノベーション戦略(同）

社会背景

温暖化対策-パリ協定（2015年11月合意）
世界的な自動車電動化加速（2016年頃）

NEDO Pj
JST Pj

AIST拠点で硫化新規硫化物材料を開発

NECと共同で高容量酸化物正極材料開発

電解質、固体電池、金属負極、硫黄系正極研究

AIST拠点でカチオン移動型電池
硫化物電池、ナノ界面制御、亜鉛空気電池開発

革新蓄電池材料（イオウ系材料）の評価 全固体電池（提案中）

電解質、固体電池、金属負極、
硫黄系正極研究

AISTの役割・貢献

酸化物全固体電池・有機物電池

ALCA次世代蓄電池
（第2期）

ALCA次世代蓄電池プロジェクト
・次世代型高容量蓄電池研究開発

C
エネルギー環境新技術先導プログラムB

革新型蓄電池先端科学基礎研究事業(RISING)
・リチウムイオン電池を超える革新蓄電池の開発

京都大、産総研の集中化拠点で実施

革新型蓄電池実用化促進基盤技術開発
・4つの革新電池系の実現のための基盤技術科発

京都大、産総研の集中拠点で実施

リチウムイオン電池応用・実用化先端
技術開発事業

・HV、PHV、EVの駆動源として軽量・コンパクト、安
全で低コストな二次電池開発

先進・革新蓄電池材
料評価第Ⅱ期

（提案中）

次世代自動車実現のための政策

A A
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エネ環領域

先導的
産業技術

正 極

電解質

負 極

新概念
蓄電池

橋渡し前期

アルカリ金属低温
溶融塩

安全性・高エネルギー密度

キノン系有機物
低コスト

鉄マンガン系酸化物
低コスト、高エネルギー密度

ケイ酸鉄、ケイ酸マンガン
低コスト、安全性

双方向空気極触媒
高エネルギー密度

Na, Mg等金属系負極
高エネルギー密度

Si, Sn系合金負極
高エネルギー密度、低温特性

橋渡し後期目的基礎

金属Li負極

イオン液体

安全性、
高エネルギー密度

Advanced LIBPost LIB

高エネルギー密度蓄電デバイス研究のポートフォリオ

分子イオン電池

全固体電池
安全性、高エネルギー密度

Naイオン電池
高出力、省資源

Mg、多価イオン電池

63

セパレータ材料料評価技術

金属硫化物系
低コスト、高エネルギー密度

コンバージョン材料
低コスト、高エネルギー密度

金属・空気電池

１

２

3

5

４

4

エネ環領域

【課題と背景】
・リチウムイオン電池の正極として硫黄系材料は、高容量化

が可能な硫黄-炭素複合体が適用されてきたが、充放電過程
で副生の硫化リチウムが電解液へ溶出し、性能低下を招く課
題があった。

・そこで、非晶質金属多硫化物を正極材料として提案した。

【平成29年度の成果】
・この非晶質金属多硫化物の充放電過程の反応機構解明の
ため、放射光利用した構造解析や計算化学で検討した。
・充放電過程では、ネットワーク構造の網目の程度と金属の周
りの硫黄の配位数がリチウム挿入量に伴い変化するが、金属
の硫黄への配位結合は断裂せず、反応過程で硫化リチウムを
生成しない新奇な機構であることを明らかにした。

【成果の意義・今後の展開】

・これまで実験的に金属多硫化物での溶出抑制現象を見出し
ていたが、これを裏付ける結果。金属多硫化物がサイクル性
向上が図れる硫黄系正極材料であることが分かった。
・NEDOプロジェクトで開発を進め、リチウム硫黄電池の実現に
繋げたい。

【アウトプット】

・J. Am. Chem. Soc., 139, 8796−8799 (2017).
・報道：「産総研、リチウム硫黄電池の充放電の仕組み解明」

日本経済新聞 2016年03月14日(13面）

図１. X線全散乱によるa-TiS4の充放電過程の二体分
布関数の変化

図２. X線全散乱測定や計算化学による解析から判明し
たa-TiS4の充放電メカニズム

A１

平成29年度の主な研究成果 １

金属多硫化物の開発と新奇な充放電機構の解明

64

充電状態 放電状態
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エネ環領域

【課題と背景】
・固体電解質を用いる二次電池は、可燃性の有機溶媒を用いず安
全性の向上が期待され、世界的にも開発が加速されている。開発
が進んでいる硫化物全固体電池のデバイス化は主にコインセルで
評価され、量産化可能なシート型電池の製造プロセス技術は未確
立。
・電池構成材料のシート形成、積層技術を統合したシート型電池の
製造プロセス開発に取組んだ。

【平成29年度の成果】

金属酸化物系正極、グラファイト負極とLi3PS4固体電解質をそれぞ
れスラリー法から均一なシートとする技術を開発し、正極/固体電
解質/負極層を積層し、常温焼結により良好な界面を有するシート
型電池を作製(図１)。このシート型電池は電極総重量当たり155
Wh/kgの重量エネルギー密度※を示した(図２)。（※ 現在論文で報
告されているシート型全固体電池では最高値）

【今後の展開】
産学官連携で取り組む全固体電池技術開発において、参加の自動
車・電池・化学メーカー、研究機関へ必要な製造プロセス技術を指
導・提供することで全固体電池実現へ繋げたい。

【アウトプット】

・J. Electrochem. Soc., 164, A2474-A2478 (2017)

図１. シート型硫化物全固体電池の断面SEM画像

図２. 作製したシート型硫化物全固体電池

65

C2

平成29年度の主な研究成果 ２

シート型硫化物全固体電池の開発

エネ環領域

66

図１. レアメタル酸化物正極を有機材料
で代替するコンセプト。

図２. 新規有機正極を使ったリチウム二次電池の放電曲線と
試作したコイン電池とフレキシブル電池の作動写真。

【課題と背景】
資源的制約から，二次電池のレアメタルの使用量低減や材料の
代替が求められている。代替電極材料として，レアメタルが不要，
大量合成可能、低コスト化が期待される有機材料に取り組んでき
た(図1)。さらに有機材料は多電子移動反応の利用で電池の軽量
化及び高容量化も実現できる。

【平成29年度の成果】

・今回，キノン類の一種であるナフタザリン誘導体に着目し，幾つか
の新規材料を合成した。二量体は，現行の正極材料のLiCoO2(～
150mAh/g)の約2.5倍の放電容量(～400mAh/g)を有し，既報の有
機正極と比べても高容量であった(図2)。 エネルギー密度も
1000mW/gを超え、サイクル特性も比較的良好であった。

・この材料を電極材料として、デバイス化し充放電可能であることを
実証した。

【今後の展望】
・開発した材料を使った電池系について，自動車メーカーとNEDO先

導プロジェクトへ共同提案を行い，本年度実施中。同プロジェクト
内で，更なるサイクル特性の改善に向けた新しい分子を合成する
と共に，有機全固体電池への展開を図る。

・フレキシブル二次電池用途に関しても，企業連携に取り組む。

【アウトプット】

・J. Mat. Sci., 52, 12401-12408 (2017).

B3

平成29年度の主な研究成果 ３

レアメタルを使わない高容量有機二次電池の開発
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エネ環領域

【課題と背景】
・二次電池では対応困難な短周期での高出力と高容量を両立させ
るキャパシターの実現には、新しいコンセプトの材料開発が必要。
・配位高分子(Metal of Framework)は、多孔性を有する高機能材
料で、これまで産総研は世界に先駆けてMOFを用いた多孔質の
カーボン材料の合成法を開発し、これらの手法は世界的に広く用
いられている。この手法を活用し、材料の精密形状制御を行うこと
により、キャパシターなどの高機能性エネルギー材料となる新しい
ナノカーボン材料を開発している。

【平成29年度の成果】

・MOF細孔にチオ尿素を内包させ、それを原料とし熱処理によって、
窒素(N)及び硫黄(S)をドープした階層型多孔質構造を持つ炭素カ
プセルを合成した。これにより多孔質、高容量かつ高出
力となるキャパシターの材料は、キャパシター電極材料として
高い性能を示した。
【今後の展開】
MOF材料を高容量で高出力なキャパシター材料への展開の可
能性を示した。京大-産総研OILにて、京都大の研究シーズとも
連携を深め研究内容を先端化させメーカーへの展開を図る。

【アウトプット】

・ Energy Storage Materials, 13 (2018) 72.
・ Nature Reviews Materials, 3 (2017) 17075.
・ Science, 358 (2017) 304.

図１. MOFを用いたN-/S-ドープ階層型多孔
質炭素カプセルの合成

図２. 中空炭素カプセルの(左）電顕写真と(右）高性能
キャパシター電極材料としての応用

平成29年度の主な研究成果 ４
高機能性エネルギー材料としての新しいナノカーボンの開発

67

エネ環領域

図1. 有機過酸化物の添加により、リチウム-空気電池の充電
電圧低減を実現 Nature Commum. 8, 15607 (2017)

図2. 正極材料表面の安定界面形成によりサイクル特性の飛
躍的な向上に成功 Nature Commum. 8, 135 (2017)

【課題と背景従来の経緯】
リチウムイオン電池の容量や資源制約を克服するポスト
リチウムイオン電池を実現し、車載用途への適用や定
置用途として再生可能エネルギー普及拡大を加速させ、
省エネルギー効果をもたらすことを目的に、リチウム-空
気電池、リチウム-硫黄電池、ナトリウムイオン電池の基
礎研究を行っている。

【平成29年度の成果】

・リチウム-空気電池：電解液への有機過酸化物の添加
により、充電時の生成物分解を促進し過電圧を抑制、充
電電圧の低減に成功

・ナトリウムイオン電池： NaMn0.8Ti0.1Ni0.1O2正極材料表面
にチタン酸化物による安定界面形成を実現し、サイクル
特性の飛躍的な向上に成功

【アウトプット】

・Nat. Commun. 8, 15607(2017).
・Nat. Commun. 8, 135(2017).
・その他、高IFの学術誌に、６報の論文を発表。

炭
素

系
空

気
極

金
属
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極
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C4

平成29年度の主な研究成果 ５

ポストリチウムイオン電池の研究開発
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【課題と背景】
・車載用途の二次電池で、加速時の高電流動作が必要。実用のリ
チウムイオン電池では、電解液を多孔質高分子材料のセパレータ
に保持する構成。充放電過程でのリチウムイオンの電解液中での
移動のしやすさ（易動度）は、通常電流では、電解液組成や物性に
主に依存するが、高電流下では、セパレータの空孔率､空孔サイズ､
移動経路の曲路率などの多孔構造物性にも依存することが知られ
ている。しかし、この構造特性とイオン易動度などの関係づけは未
解明であった。

【平成29年度の成果】
・セパレータ内を移動するイオンにはカチオン/アニオン間（図2の
）とカチオン/経路壁間(図2のca)に強いクーロン力が働く。これら
のクーロン力はセパレータの空隙率や経路幅が減少するほど、ま
たリチウムイオンの溶媒和の配位力が弱い(図2のL3)ほど増大する
ことが分かった(図2)。この結果から、相互作用力を指標値として、
セパレータ構造と電解液の溶媒種の適切な選択で、高リチウムイ
オン易動度が維持できるセパレータを設計できることが分かった。

・各種セパレータの特性評価から、イオン易動度が高く相互作用力
が低いセパレータを用いた電池ほど、高電流下 (10C,20C)の充放
電利用で放電電圧や容量維持率が高くなる実証データを説明でき
た。

【今後の展開】
リチウムイオン電池の高出力化を実現するセパレータの多孔構造
設計指針が得られた。現在、材料メーカーに展開中。
【アウトプット】
・ J. Phys. Chem. C. 121 2512-2520 & 23926-23930 (2017)

図１. セパレータの空隙中をイオンが移動する状態のモデル
図。可動イオンの電荷やサイズに応じて、イオン種・分子種間
の相互作用力（図2の,）や経路壁との相互作用力（図2の
ca）の大きさが決まる。イオンにかかる相互作用力が大きいほ
どその易動度は低下する。
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5 化学メーカーとの
共同研究

平成29年度の主な研究成果 ６

リチウムイオン電池用高機能セパレータの設計

エネ環領域

70

材料探索 反応機構解明

計測分析技術

プロセス製造技術

デバイス化

・二次電池開発は、材料科学、電気化学、計測分析科学、プロセス化学、化学工学などの統合で進め
られる技術。

・技術の幅広い進展や新原理や新素材の発見により、開発ではデバイスから再び新材料開発研究へ
の立ち戻りも必要。

・橋渡しのために、多様な展開が期待される目的基礎研究を進めている。

成果5 ポストリチウム
イオン電池の研究開発

成果2 シート型硫化
物全固体電池の開発

成果1 金属多硫化物の開発と新
奇な充放電機構の解明

成果3 レアメタルを使わない
高容量有機二次電池の開発

成果4 高機能性エネルギー

材料としての新しいナノカー
ボンの開発

成果6 リチウムイオン電池用
高機能セパレータの設計

まとめ（目的基礎研究成果の展開）

社会での二次電池へ
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71

２．「橋渡し」のための研究開発

（２）「橋渡し」研究前期における研究開発

エネ環領域

今年度に産総研がPL等主導的な役割を務める
NEDOプロジェクト、技術研究組合、コンソーシアム

橋渡し前期研究

プロジェクト等名称 課題名・研究テーマ

NEDOプロジェクト

PL 高効率な資源循環システムを構築するためのリサイクル技術研
究開発事業 （H29～34年度予定）

PL 未利用熱エネルギーの革新的活用に係る研究開発 （H25〜34
年度予定

SPL 革新型蓄電池実用化促進基盤技術開発（H28〜32年度予定）

NEDO先導プロジェクト 熱安全性に優れた革新的な全固体有機蓄電池の創製（H29年度）

技術研究組合 AICE ゲートキーパー 自動車用内燃機関に係る研究開発

MH21コンソーシアム SPL メタンハイドレート資源開発に係る研究開発

SIPプロジェクト
TL、中核拠点 次世代パワーエレクトロニクス/SiC次世代パワーエレ
クトロニクスの統合的研究開発（H27〜31年度予定）

72
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1-(1)
創エネ

CIGS太陽電池高効率化技術開発

太陽光発電の発電予測技術の高精度・高度化技術

新型太陽電池性能評価技術

気象モデル及びライダー観測による風況推定手法の開発・実証

1-(2)
蓄エネ

固体酸化物エネルギー変換先端技術コンソーシアム（ASEC）の活動

燃料電池自動車および水素ステーションの低コスト化を目指した高圧水素
ガス中材料試験技術の開発

水素・エネルギーシステム統合シナリオ研究

橋渡し前期研究

73

平成29年度の主な研究成果

水素適合性試験法作成用
材料試験装置

図１ 熱・光照射装置

CIGS試料

エネ環領域

1-(3)
省エネ

高温超電導線材の開発

究極のSiCユニポーラ素子実用化に向けたスーパージャンクション（SJ）構
造の開発

1-(4)
エネ資

メタンのベンゼンへの流動層直接転換触媒及びプロセス開発

長期安定生産のための出砂対策技術の開発

貯留層評価技術の高度化のための保圧コア評価技術の開発

1-(5)
安全・物質循環

自然力活用型坑廃水処理調査研究における微生物解析

工場排水中アルキル水銀の分析法開発と国際標準規格提案

資源安定供給のリスク要因分析

橋渡し前期研究

74

平成29年度の主な研究成果

（２）「橋渡し」研究前期における研究開発では、
リスト中で紫字の太陽光発電に係る研究開発

および赤字の水素エネルギーに係る研究開発を紹介します

CHN AUS CAN CHL ZAF IDN ZMB MEX PHL USA
自然災害 17 15 3 10 2 2 0 2 4 2
事故 6 12 10 9 7 7 5 3 0 6
ストライキ 0 1 14 14 11 2 3 9 1 3
環境汚染 12 0 0 0 1 0 0 1 5 0
輸送障害 3 6 0 3 0 0 2 0 0 0
治安悪化 1 0 0 0 0 1 0 1 1 0
資源枯渇 2 2 3 1 0 0 1 2 1 0
外交対立 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0
鉱業規制 16 1 0 0 1 5 1 0 0 0
資源価格下落 6 17 12 1 1 3 3 1 5 4
経営悪化 0 2 2 0 0 0 1 0 0 1
市況低迷 4 3 1 1 0 0 0 0 0 1
ビジネストラブル 1 0 2 0 0 1 2 0 0 0
メンテナンス 1 0 1 0 0 0 2 0 1 1
需要増加 4 0 0 0 0 0 0 0 0 0
電力不足 4 0 1 0 4 0 1 0 0 0
主金属減産 1 0 0 0 0 0 0 0 0 0
生産コスト 2 7 9 2 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 1 0 1 0 0 0 1 0

資源リスク要因の国別傾向

磁場中臨界
電流密度の
比較
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国内外特許出願状況 （12月末時点）

国内特許
出願件数

国際特許
出願（PCT）

件数

特許出願
合計件数

知財実施
契約等件数

エネ環領域
113
※1

29
※2

142
※ 3

111

産総研全体 460 155 615 1005

産総研全体に
占める割合※

25% 19% 23% 11%

※ 職員数は17%

※1 内 産総研単願67、民間企業との共願41
※2 内 産総研単願17、民間企業との共願12
※3 内 産総研単願83、民間企業との共願53

橋渡し前期研究

75

エネ環領域

76

２．「橋渡し」のための研究開発

（２）「橋渡し」研究前期における研究開発

太陽光発電に係る研究開発
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現在の数十倍～数百倍導入予想

*1 Statement of “the Terawatt Workshop”, *2 ITRPV 2017

太陽光発電の導入がますます加速。3TW@2030、20TW@2040を予測。
*Terawatt-scale photovoltaics: Trajectories and challenges” Science 356 (6334), 141-143

太陽光発電技術をめぐる現状

太陽電池の単年度導入量と累積導入量トップ10
（IEA-PVPSより）

77

・世界的な導入の伸び （39GW⇒51GW ⇒2016年75GW ）
・世界の累積導入量は 300 GW超（2016年）

・日本の累積導入量は 42.8 GW（2016年）
～国内電力需要の4％

エネ環領域

超高効率化

78

PV技術のロードマップ

太陽光発電の
基盤的技術

太陽電池
高性能化

技術

革新的太陽電池
技術

電池性能評価、校正
システム性能評価
システム運用技術

発電効率向上
モジュール信頼性向上

（薄型Si、CIGS系、
有機系）

スマートスタック
量子ドット、ナノシリコン、

ペロブスカイト

2015 2020 2025 2030 2050

公正な市場形成
国際競争力確保

稼働率向上

10円/kWh

モジュール寿命
30年

7円/kWh

NEDO
PV Challenges

ﾓｼﾞｭｰﾙ変換効率：22％
設備利用率：15％
運転年数：25年

ﾓｼﾞｭｰﾙ変換効率：25％以上
設備利用率：15％
運転年数：30年

METI エネルギー関係
技術開発ロードマップ 14円/kWh 7円/kWh

新型太陽電池への対応
新規システムへの対応

さらなる
性能向上

新型太陽電池
への対応

新規システム
への対応

持続的・
自立的な

太陽光発電
の普及 太陽光発電が

主 要 エ ネ ル
ギー源の一つ
と し て低炭素
社会を支える

テラワット
PV社会
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基盤的技術

太陽電池
高性能化

革新的
太陽電池

量子ドット
ナノシリコン

CIGS系太陽電池

79

PV関連技術のポートフォリオ

橋渡し後期目的基礎 橋渡し前期

結晶Si系太陽電池

有機系薄膜太陽電池

有機・無機ハイブリッド太陽電池

セル・モジュール高精度性能評価技術

モジュール長期信頼性

スマートスタック

III-V族
高速成膜

発電予測

屋外モジュール性能評価

システム安全性
システム性能評価

国際標準化

エネ環領域

【背景・課題】
• 高効率が期待される裏面電極型太陽電池は、作製プロセスが複

雑なため作製コストが高く、普及の妨げになっている。
• 作製プロセス工程数の削減による大幅なコスト低減を図るために、

イオン注入と注入マスクを用いたプロセス技術を開発中。

【平成29年度の成果】
• 拡散層を全てイオン注入で形成した裏面電極セルを作製し、変

換効率20.5％を達成（図１）。
• 新規に開発した注入マスクを用いてイオン注入を行い、ウェーハ

面内で均一な約115 m幅（従来のカーボン製マスクの約1/4の
幅）のライン状のリン拡散層の形成に成功（図２）。

• Si基板と注入マスクとの位置合わせ装置を開発し、独自の位置
合わせ機構により、数mの精度でアライメントが可能であること

を実証（図３）。

【成果の意義・課題】
• 独自技術による高効率かつ低コストの結晶Si太陽電池を実現す

ることにより、日本の太陽電池産業の競争力の強化に貢献

【アウトプット】
• 論文：IEEE Journal of Photovoltaics, 7, 741(2017)..
• 国際学会 , 8th workshop on back contacts solar cell and module 

technology (Freiburg, 2017). 他４件
• 特許出願 ２件

図２. リンイオン注入後の表面写真
（上）従来技術のカーボン製マスクを使用、
（下）今回新たに開発したマスクを使用

80

注入マスク

イオン注入

アニール

図１．イオン注入技術で作製（注入工程 3回）した裏面電極型
セルの構造とその電流―電圧特性 （変換効率20.5％）

イオン注入技術を用いた裏面電極型結晶シリコン太陽電池の開発

リンが注入された層
(リン拡散層、幅115 m）

マスクのスリット幅 100 m

500m

リンが注入された層
(リン拡散層、幅500 m）

マスクのスリット幅 300 m
Si基板

リン拡散層

図３. 注入マスク位置合わせ装置
（上）注入マスクを用いたイオン注入
（下）今回新たに開発した装置

平成29年度の主な研究成果 １
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CIGS太陽電池高効率化技術の開発
【背景・課題】
• CIGS※太陽電池は、高性能・低コストな太陽電池として期待されており、

市販品も販売され実用化が進んでいる。

• 一方、現状の変換効率は結晶シリコン太陽電池に及ばず、さらなる高
効率化が求められている。

• しかし高効率化の研究・開発は経験と試行錯誤によって行われてきて
おり、そのメカニズムの解明は重視されていなかった。

【平成29年度の成果】
• 完成したCIGS太陽電池に光を照射しながら加熱することで、光電変換

効率が顕著に増大する現象を発見し、そのメカニズムがキャリア濃度
の増大であることを明らかにした。

【成果の意義・展開】
• キャリア濃度を安定的に増大させる技術を開発することにより、CIGS

太陽電池のさらなる高効率化と高信頼性化を実現できる。
• このような知見を蓄えることで、将来的にはCIGS太陽電池高効率化の

研究を組織的・系統的に行えるようになることが期待される。

【アウトプット】
・論文：Applied Physics Express 10, 092301 (2017).他5件
・学会発表；27件・特願2017-122558、他2件

図１. 熱・光照射装置

図２. 熱・光照射（HLS）による太陽電池性能の向上

CIGS試料
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平成29年度の主な研究成果 ２

※CIGS ： Cu(In1-xGax)(Se2-2yS2y)

エネ環領域

82

スマートスタック太陽電池の開発

【背景・課題】
• 単接合太陽電池の理論効率を超える高効率太陽電池実現のために

は多接合化が有望。

• 産総研では異種材料太陽電池を自在に接合できる多接合太陽電池の
作製技術（スマートスタック）を開発し、Ⅲ-Ⅴ族4接合太陽電池で変換
効率32.0％、Siをボトムセルとした3接合太陽電池で25.1%の変換効率
を実現してきた。

【平成29年度の成果】
• トップセル及び接合特性の改善により、InGaP/GaAs//Si 3接合太陽電

池で27.7%、Ⅲ-Ⅴ化合物系4接合太陽電池で33.1%とそれぞれ変換効
率を更新。

【成果の意義・展開】
• 今後はSiボトムセルの特性向上で、一層の効率向上が見込まれる。

• モジュール変換効率30％超のスマートスタック太陽電池の実用化に向
けたデバイス実証が進展。

【アウトプット】

• 論文：J. Vac. Sci. & Technol. B35, 02B103, (2017)他 7件
• 学会発表 11件

図１. InGaP/GaAs/Si ３接合素子の発電特性

図２. Ⅲ-Ⅴ化合物系 4接合素子の発電特性

平成29年度の主な研究成果 ３
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【背景・課題】
• GaAs等のⅢ-Ⅴ族化合物太陽電池は高効率だが高価。
• 高効率スマートスタック太陽電池の実用化には、GaAs系トップ

セルの大幅な低コスト化が必須。
• 低コストな金属材料を用いて高速成膜可能なハイドライド気相

成長法(H-VPE法)はN系材料の低コスト作製法として実用化さ
れているが、As、P系では高品質化が課題。

【平成29年度の成果】
• 成長温度の検討によりGaAs成長速度44μm/hを達成した。
• H-VPEを用いてInGaPの成長に成功し、変換効率9.4%を得ると

共に、それを窓層に用いたGaAsセルで変換効率22.7％を達成
した。商用機ベースのH-VPEとして初の高効率GaAsセル。

【成果の意義・展開】
• H-VPEを用いて高効率Ⅲ－Ⅴ族化合物セルが作製可能であ

ることを実証。
⇒超高効率低コスト多接合太陽電池実現へのステップ

【アウトプット】
• 産総研プレスリリース（2017年6月13日）
• 学会発表： PVSEC 2017, 他、5件

83

H-VPEによる超高速・高効率GaAs太陽電池の開発
• 成長温度の検討により40 m/h以上（昨年度20 

m/h）の高速成長を実現

低温：表面反応律速

高温：供給律速

図１. GaAs成長速度の基板温度,HCl流量依存性
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• 成長シーケンス改善により
InGaP上GaAsヘテロエピ
（構造図赤線部）を高品質化

図２. InGaP BSF層を導入したGaAs太陽電池の発電特性

平成29年度の主な研究成果 ４

エネ環領域

新型太陽電池性能評価技術

84

【従来の経緯】
• 太陽電池の公平な国際的競争・取引と新型太陽電池の能

率的な開発のために、高精度性能評価技術が重要。

• 新たに開発される新型太陽電池特有の特性に応じた高精度
性能評価技術の開発が必要。

【平成29年度の成果】
• ペロブスカイト太陽電池：

IV特性とMPPT※計測の組み合わせによる高精度性能評価
技術を開発した。

• 新型CIGS, CZTS太陽電池：
電圧固定測定により性能評価の不確かさを低減できること
を確認した。

• 新型結晶シリコン太陽電池：
最新構造、及び拡散容量による時定数増大に対応した。

【成果の意義・展開】
• 新型太陽電池性能の中立的評価として重要なベンチマーク。

• 新型太陽電池の高精度な性能数値を明確化して高効率化
等に貢献。

【アウトプット】
• 共著論文２報（Prog. Photovol）,
• 学会発表国内4件、国際3件、国際学会チュートリアル1件
• IEC国際規格に反映を議論中 図２. CIGS等の薄膜太陽電池の特有な光照射効果、

時間応答に対応した高精度性能測定技術を開発

19.5

19.6

19.7

19.8

19.9

20

13:26 13:33 13:40 13:48 13:55 14:02 14:09 14:16 14:24

Po
w

er
 [m

W
]

Time

power
セル温度設定

IV測定番号
01  02    03  04   05    06     07          08 09     10     

0.5％

図１.ペロブスカイト太陽電池の性能評価。ヒステリシス、
経時変化が顕著なサンプルにも適用できる評価法開発

平成29年度の主な研究成果 ５

※MPPT：Maximum Power Point Tracking
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85

【背景・課題】

• 電力系統の安定的な需給制御のためには太陽光発電

の発電予測技術が重要。

• 発電予測の大外れは、電力の需給バランスに大きな影

響を及ぼす。

• 事前に大外れの可能性を検知できれば、安定的な需

給制御や燃料費削減が可能となるが、このような技術

が存在しない。

【平成29年度の成果】

• 複数の海外予報モデルの予測のばらつき情報を利用

した、日射予測の大外し予見技術を開発 。

• 年10％の稀頻度事象を90％予見可能。

【成果の意義・展開】

• 太陽光発電の大量導入時における電力の需給運用を

効率化し、さらなる導入拡大と燃料費削減に貢献。

【アウトプット】

• 論文：Solar Energy 162 (2018) 他２件

• 学会発表：国内16件、国際4件

太陽光発電の発電予測技術の高精度・高度化技術

平成29年度の主な研究成果 ６

上位1%の大外
れ

上位10%の大外れ 上位5%の大外れ

的
報

率

誤報率

大外れ予見のROCカーブの結果

エネ環領域

【背景・課題】
• 大規模太陽光発電の導入拡大により、これに用いる大型パワーコンディ

ショナ（以下、PCS）の需要が高まっているが、大型PCSを認証するための
試験（系統連系試験、信頼性試験、EMC試験等）は国内外で実績が乏し
い。

• 平成28年4月に開所した大型PCSの試験施設「スマートシステム研究棟」を
利用して、民間企業および認証機関と共に試験方式の開発と試験実績を
積むことで、わが国の分散電源の国際競争力強化を目指している。

【平成29年度の成果】
• IECにおいて分散電源の系統連系に係る国際標準規格の提案を行い、ス

マートシステム研究棟の役割の拡大を図った。
• PCSの効率を実際の気象環境に近づけて評価するための動的効率試験

法を新規提案（IEC TS 63156）。
• 次世代型PCS（スマートインバータ）に対する試験も実施可能な設備とし、

大型スマートインバータの機能試験を国内で初めて実施した。

【成果の意義・展開】
• 大型PCS等の認証試験需要の拡大と海外輸出の促進が期待される。

【アウトプット】
• IEC TC82等における国際標準化（成立）3件、（審議中）2件
• 論文発表 国内 1件、国際 1件
• 学会発表 国内 3件、 国際 3件

86

図１. スマートシステム研究棟の外観

図２. スマートインバータのための
試験・研究プラットフォームの構想

電波暗室
Radiowave Darkroom

太陽光発電

蓄電池

電力システム
パワーコンディショナ（PCS）

益々重要となり、今後更なる高度化

スマートインバータ

先進的な機能 通信・IoT 高度な試験方法× ×

：新たなコンセプト。以下の要素が取り込まれる

FREAｽﾏｰﾄｼｽﾃﾑ研究棟

ｽﾏｰﾄｲﾝﾊﾞｰﾀ活用の研究開発、
認証試験の基盤を形成

大型パワーコンディショナの性能試験法の開発

平成29年度の主な研究成果 ７
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基盤的技術

太陽電池
高性能化

革新的
太陽電池

量子ドット
ナノシリコン

CIGS系太陽電池

87

PV関連技術のポートフォリオ

橋渡し後期目的基礎 橋渡し前期

結晶Si系太陽電池

有機系薄膜太陽電池

有機・無機ハイブリッド太陽電池

セル・モジュール高精度性能評価技術

モジュール長期信頼性

スマートスタック

III-V族
高速成膜

発電予測

屋外モジュール性能評価

システム安全性
システム性能評価

国際標準化

エネ環領域

88

国際的活動

GA-SERI (Global Alliance of Solar Energy Research Institutes)
NREL, FhG-ISEとの3機関MOUの下、研究協力。
・TW Workshopを2016年3月ドイツにて開催し、その成果をまとめ、

2017年4月にSCIENCE誌に掲載。
・次回TW Workshopを2018年4月米国にて開催予定。
・2017年3月から1年間、FhG-ISEに研究員1名を派遣。

SAYURI-PV ワークショップ
2016年よりモジュール長期信頼性に関する国際ワークショップを主催。
2017年は11月に龍谷大学（大津市）にて開催。
米国NREL Reliability Workshop、欧州Sophia Workshopと連携。

国際標準化
IEC TC82 (Solar photovoltaic energy systems) Chair 1名, Expert 8名

・NREL：米国 国立再生可能エネルギー研究所
・FhG-ISE:ドイツ フラウンホーファー研究機構 太陽エネルギーシステム研究所
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89

２．「橋渡し」のための研究開発

（２）「橋渡し」研究前期における研究開発

水素エネルギーに係る研究開発

エネ環領域水素・燃料電池ロードマップ

90
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エネ環領域水素基本戦略（経済産業省）のシナリオ

91

エネ環領域水素・エネルギーキャリアに関わる産総研の技術開発ロードマップ

現在 2020年 2040年 2050年2030年

エ
ネ
ル
ギ
ー
構
造
多
様
化
・
低
炭
素
社
会
実
現
へ
の
貢
献

水の電気分解

化石燃料等改質
人工光合成

アルカリ・固体高分子形・高温水蒸気電解

製造 石炭・天然ガス・バイオマス等

触媒開発・システム開発

高圧ガス

液体水素
エネルギーキャリア

水素脆性材料評価

アンモニア・メチルシクロヘキサン（MCH)・ギ酸等
貯蔵
輸送

水素貯蔵材料

液体水素用デバイス開発等

材料開発・システム開発

利用

燃料電池

エネルギーキャリア
統合システム

固体高分子形・固体酸化物形

アンモニア内燃機関・次世代コジェネエンジン・高圧水素供給（ギ酸等）

純水素等統合型水素エネルギーシステム

安全
評価

エネルギーシステム解析・ライフサイクルアセスメント（LCA）

リスク評価・安全性評価

92
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エネ環領域福島再生可能エネルギー研究所（FREA）

東日本大震災後、福島県は「再生可能エネルギー先

駆けの地」を目指して、再生可能エネルギーの導入を

積極的に進めています。その地において、再生可能エ

ネルギー研究開発のハブとなるのが当研究所です。再

生可能エネルギーは、時間的に大きく変動する、コスト

が高い、場所ごとに適切な技術の選択が必要など、さ

まざまな課題を抱えています。それらを解決する新技術

を生み出し、世界に発信するのがFREAのミッションで

す。

H26.4開所

電池技術RI
関西

電池技術RI
関西

創エネRI
つくば・北海道

創エネRI
つくば・北海道

省エネルギーRI
つくば

省エネルギーRI
つくば

水素吸蔵合金・エネルギーキャリア水電解・可逆セル

RC：研究センター、RI：研究部門

AIST全体でのバックアップ体制

93

再生可能エネルギーRC
福島

再生可能エネルギーRC
福島

AISTは1970年代より、水素吸蔵合金、水素エンジン・タービン、水電解、燃料電池など、産学官
連携の中心的役割（SS, ML, NSS） → 成果をFREAに結集

九大 水素材
料強度ラボ
九大 水素材
料強度ラボ

水素脆化

太陽光発電RC
つくば・九州

太陽光発電RC
つくば・九州

安全科学RC
つくば

安全科学RC
つくば

人工光合成 エネルギーシステム解析技術

エネ環領域

１）経産省や環境省の各水素関連委員会に研究員が参加、産総研の技術
を背景に水素基本戦略や水素・燃料電池戦略ロードマップ等の策定に貢
献

２）水素普及のカギとなる高圧用水素材料の評価技術をはじめ多くの研究
開発を分担。九州大学とのOILなど、産学官の体制でR&Dを実施

２）東京都、福島県、東京都環境公社との4者協定により、福島県産CO2フ
リー水素のオリンピックでの利用について検討。東京都環境公社より人材
の派遣を受け、人材育成中

３）「福島新エネ社会構想」の「水素社会実現のモデル構築」に基づき、大
型水素エンジンの開発や再エネ水素を利用した商用ステーション実現に
貢献、今後も関連産業集積に向けての技術開発を分担

94

産総研水素関連技術開発の位置づけ
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95

製造

貯蔵
輸送

利用

安全
評価

目的基礎 橋渡し前期 橋渡し後期

②エネルギーキャリア用
高性能触媒開発

①水素脆化メカニズム解明

①水素脆化に関する評価

水素吸蔵材料高性能化

未利用炭素資源からの水素製造

⑤水素・エネルギーシステム
技術開発シナリオ作成

次世代キャリア（ギ酸等）
②CO2フリーNH3合成

MCHの再エネ水素での製造

発電用高出力高効率低公害水素エンジン

水素キャリア利術（GT、エンジン等）

③再エネ水素ステーション

③再エネからの高効率水素製造（PEM)
再エネから大量水素製造（アルカリ)

高温水電解（SOEC）

ダイレクト水素キャリア
製造（SOEC利用）

水電解用触媒低貴金属化

FC用高性能触媒

SOFC高耐久化・劣化評価SOFC高度化

④水素吸蔵合金利用BEMS水素システム技術

ダイレクトヒドラジンFC

④水素吸蔵合金利用昇圧システム

水素関連技術開発のポートフォリオ

エネ環領域

96

製造

貯蔵
輸送

利用

安全
評価

目的基礎 橋渡し前期 橋渡し後期

②エネルギーキャリア用
高性能触媒開発

①水素脆化メカニズム解明

①水素脆化に関する評価

水素吸蔵材料高性能化

未利用炭素資源からの水素製造

⑤水素・エネルギーシステム
技術開発シナリオ作成

次世代キャリア（ギ酸等）
②CO2フリーNH3合成

MCHの再エネ水素での製造

発電用高出力高効率低公害水素エンジン

水素キャリア利術（GT、エンジン等）

③再エネ水素ステーション

③再エネからの高効率水素製造（PEM)
再エネから大量水素製造（アルカリ)

高温水電解（SOEC）

ダイレクト水素キャリア
製造（SOEC利用）

水電解用触媒低貴金属化

FC用高性能触媒

SOFC高耐久化・劣化評価SOFC高度化

④水素吸蔵合金利用BEMS水素システム技術

ダイレクトヒドラジンFC

④水素吸蔵合金利用昇圧システム

水素関連技術開発のポートフォリオ
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水素脆化に関する評価技術および機構解明の研究

水素圧力：140MPa
試験温度：-80～90℃
材料試験項目
・低歪み速度引張試験
・疲労寿命試験
・疲労き裂進展試験
・破壊靱性試験

産総研が保有する水素適合性試験法
作成用材料試験装置

【背景・課題】
水素環境下で、金属材料の強度特性が低下する水素脆化現象の評
価・解明は、燃料電池自動車や水素ステーションなどの高圧水素を用
いる機器の普及促進のために極めて重要であり、コスト低減等に向け
て、材料評価技術の確立や機構解明を進め、より高性能な材料開発
に取り組むことが求められている。

【平成29年度の成果】
燃料電池自動車用金属材料の高圧水素ガス中での水素適合性試験
方法を明らかにするために、高圧水素ガス中、室温、低温での材料試
験を実施し、-80℃、100MPa水素中での疲労試験データを世界で初め
て取得した（右図装置）。また、昨年度設立した「産総研・九大 水素材
料強度ラボラトリ（HydroMate)」において、ナノ強度解析手法を用いた
析出強化型超合金の水素脆化メカニズムの解明に関する研究等を実
施し、種々の有益な知見を得ている。

【成果の意義・展開】
取得したデータを基に水素適合性試験法の国際標準化を日本主導で
進めるために、北米の燃料電池自動車規格（SAE J2579）の改訂案作
成に寄与するとともに、国連の世界技術規則（GTR13 Phase2）のワー
キンググループで日本案の根拠となるデータとして公表（2018年2月6
日）するなど、試験法の国際標準化に貢献している。また、HydroMate
においては、産学官ネットワークの構築と人材育成にも取り組んでおり、
目的基礎研究の強化と「橋渡し」に寄与している。 産総研・九大 水素材料強度ラボラトリ

97

平成29年度の主な研究成果 １

エネ環領域

98

ＣＯ2フリー水素を利用したアンモニア製造技術の開発

アンモニア合成実証
試験プラント（FREA）

【背景・課題】
ＣＯ2排出量削減を目指すエネルギーキャリアとしてのアンモニ
アは、製造時の排出量を大幅に抑制した「CO2フリーアンモニ
ア」であることが望まれる。本研究では、CCS（CO2回収貯留）ま
たはEOR（石油増進回収）による隔離、あるいは再生可能エネ
ルギー由来のCO2フリー水素原料に適したアンモニア合成プロ
セスの開発を行う。

【平成29年度の成果】
平成26年度より内閣府SIP「エネルギーキャリア」事業「CO2フ
リー水素利用アンモニア合成システム開発」として、日揮株式会
社（研究開発責任者）のもと、「アンモニア合成触媒の開発・評
価」を、日揮触媒化成や沼津高専と連携しながら実施している。
本年度までに、使用条件下（温度、圧力、流量など）において高
い性能を有する触媒を開発するとともに、工業規模での製造を
視野に入れた製造法を確立している。

【成果の意義・展開】
再エネ等に由来する水素原料に適した、従来法（HB法）に比べ
より低温・低圧で高効率なアンモニア製造のための新規国産触
媒の開発に繋がる成果である。現在までに、所内にアンモニア
合成実証試験プラントを建設し（右図）、開発した触媒を用いた
試験を開始する予定であり、製造から利用までの統合実証試験
設備としての稼働を目指している。

CO2フリーアンモニアをキャリアとする
エネルギーサプライチェーン

風力

太陽光

化石資源

電力

天然ガス

アンモニア合成

熱

水

空気

空気

自動車・トラック

定置型発電

(ボイラー，ＧＴ）

燃料電池

水素製造

水素製造

水素

ＣＯ2フリー
アンモニア

CO2

ＣＣＳ/ＥＯＲ

水素

水素・窒素

太陽熱

平成29年度の主な研究成果 ２
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産総研再エネ水素技術を活かした国内初の70ＭＰa商用水素ステーション

99

PV直接電解水素製造技術

国内初の再エネ水素を利用した
70MPa商用水素ステーションの実現

【背景・課題】
FREAでは、変動する太陽電池出力に対応でき
る高効率な水電解制御技術を開発・実証してき
た。さらに、水素吸蔵合金を用いた熱化学昇圧
等の研究開発のため、高圧水素を扱える設備を
整備した。

【平成29年度の成果】

太陽電池からの高効率水素製造技術、高圧貯
蔵設備を組み合わせ、再エネ水素のカードル充
填を可能とした。福島県内のガス事業者が設立
した水素ステーション事業者から人材を受け入
れ、高圧ガスの実務経験を付与、ステーション事
業を可能とした。

【成果の意義・展開】
・高効率再エネ水素製造の実証。
・国内初となる再エネ水素を活用した商用水素ス
テーションの実現への貢献。
【アウトプット】
・人材育成（高圧ガス実務経験付与および再エネ
水素の知見付与）

・国際誌論文1,国際会議2

5Nm3/h 規模水電解装置

20kW太陽電池

高圧水素実験設備

カードル充填設備
合金昇圧試験設備
100ＭＰａ,200℃高圧設備棟

ＦＲＥＡの再エネ電力を移動式
ステーションの動力として供給

ＦＲＥＡの設備で製造
した再エネ水素を移動
式ステーションに供給

平成29年度の主な研究成果 ３

エネ環領域

純水素蓄エネルギー技術

100

【背景・課題】
再生可能エネルギーの大量導入時の出力抑制等の電力を活
用した水素製造、貯蔵、輸送、利用は技術課題及び事業性を
見通すための実証が不足している。街区での水素利用のた
め安価でかつ危険物非該当で扱いやすい合金を開発し、大
型のタンクの貯蔵装置の作成を試みて実証設備の構築を
行ってきた。
【平成29年度の成果】
清水建設の共同研究において、水素製造、吸蔵合金、燃料
電池等を含む実証設備の運用を開始した。開発した吸蔵合
金は、燃料電池の排熱を用いて設計通りの圧力温度で貯蔵
利用できることを確認した。並行して、余剰電力を活用した水
素製造と近距離街区利用についてのFSを行い、適切な事業
モデルを特定した。ここで水素の輸送は高圧ガスとし、吸蔵合
金を用いた昇圧を利用し、実験的に合金を特定し、40MPa程
度の昇圧を確認した。

【成果の意義・展開】

平成30年度には、本システムの容量を増し、実際のビジネス
の現場に移設し、実証運転を行い、信頼度向上を図る。

【アウトプット】

国際誌１本投稿中,国際会議発表予定2,国内発表済4
特許出願5件

構築した水素エネルギーシステム実証設備（12フィート
コンテナ4つから構成され、BEMSから運転制御される。

蓄電池 燃料電池
水素貯蔵

水素製造

燃料電池の排熱（55℃）で安定したシステム作動を確認

平成29年度の主な研究成果 ４
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【背景・課題】
NEDO「水素利用等先導研究開発事業/トータルシステム導
入シナリオ調査研究」の中で、水素本格導入による温室効果
ガス削減やわが国のエネルギー需給に対する影響等に関す
るシステム分析を行った。

【平成29年度の成果】

• 液化水素・MCHを用いて輸入水素で発電した場合のライ
フサイクルCO2排出量を算出し、低炭素水素サプライ
チェーン構築による発電部門からのCO2排出削減可能性

を示した（図1）。
• 水素を液化水素・MCHを用いて輸入することを想定したエ

ネルギーシステムを、MARKALを用いて検討した。水素導
入の初期〜中期的段階では、 MCH脱水素時の廃熱利用
が水素ステーション用（FCV）需要に与える可能性を示し
た（図2）。

【成果の意義・展開】

同事業に参画する東京工業大学・エネルギー総合工学研究
所からの成果も含め、水素エネルギーシステムの価値が最
大限発揮されるために必要となる要素・システム技術ならび
に、それらの開発目標を明確にするための技術開発シナリオ
として取りまとめて公表する予定である。

【アウトプット】

• 国際誌（査読有）：1報

• 国際会議：3報 ・国内学会：2報

図1 水素専焼発電のライフサイクルCO2排出量

非公開

図2

水素・エネルギーシステム統合シナリオ研究

平成29年度の主な研究成果 ５

エネ環領域

102

水素関連技術開発のポートフォリオ

橋渡し前期のテーマも必要に応じ目的基礎に戻りオリジナリティーを強化、
橋渡し後期として企業と連携し実証を行うことにより、水素エネルギーの普及により

エネルギー構造多様化・低炭素社会実現へ貢献
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103

２．「橋渡し」のための研究開発

（３）「橋渡し」研究後期における研究開発

エネ環領域

104

橋渡し後期研究

受け入れた民間資金は1月末時点で総額約22.3億円であり、産総研全体の
28%を占める （目標達成率62.6%、前年同月比98%）

SiCパワーデバイスに関する研究開発（約10億円）
創エネルギー・再生可能エネルギー技術に関する研究開発（約3.3億円）
環境管理技術に関する研究開発（約1.7億円）
省エネルギー技術に関する研究開発（約1.3億円） 等々

22社
10大学
5 機関

つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション（TPEC）
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エネ環領域橋渡し後期研究

創エネ
1-(1)

イオン注入技術を用いた裏面電極型結晶シリコン太陽電池の開発

大型パワーコンディショナの性能試験法の開発

地中熱システムの最適化技術開発

噴射尿素からのNH3生成モデル構築

1-(2)
蓄エネ

SOFC高耐久化・劣化診断技術

産総研再エネ水素技術を活かした国内初の70ＭＰa商用水素ステーション

純水素蓄エネルギー技術

平成29年度の主な研究成果

電波暗室
Radiowave Darkroom

スマートシステム研究棟の外観

国内初の再エネ水素を利用した商用水素ステーションの実現

105

エネ環領域橋渡し後期研究

省エネ
1-(3)

ダイオード内蔵高信頼SiCトレンチMOSFETの量産レベル開発

6インチSiCパワーデバイス一貫プロセスラインが本格稼働

EGRデポジット生成メカニズム解明研究

安全・物質循環
1-(5) 海外版IDEAの構築と技術評価(IDEAラボの成果）

平成29年度の主な研究成果

（３）「橋渡し」研究後期における研究開発では、
リスト中で緑字のパワーエレクトロニクスに係る研究開発を紹介します

106
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107

２．「橋渡し」のための研究開発

（３）「橋渡し」研究後期における研究開発

パワーエレクトロニクスに係る研究開発

エネ環領域先進（次世代）パワーエレクトロニクス

パワーエレクトロニクス

新規半導体・実装材料
(SiC, GaN, Diamond etc.)

実装 回路半導体デバイス

制御電力変換

エレクトロニクス

目的基礎 橋渡し前期 橋渡し後期

ウェハ ○ ○

デバイス ○ ○ ○

回路･実装･
モジュール ○ ○ △

AIST パワエレR&D活動の現状

108

パワーエレクトロニクスの御利益：
電力エネルギーの節約と効率的活用

⇒ 普及促進

⇒ 適用領域拡大

�研究開発の方向性
• 省エネ（低損失、高効率）、利便性（小型軽量）

• 耐電圧、容量の増大
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環境保全 安心･安全（信頼性）ユビキタス利便性（機能性

クラウドコン
ピューティング

次世代パワー
エレクトロニクス

Smart Society 5.0

エネルギー流

システム
（マルチレベルグリッド）

情報流

スマートグリッド

IoT

次世代
輸送システム

（鉄道、HV、ドローン）

ロボット

次世代
生産システム

メタンハイドレート
シェールガス

物流

その他の公的資金プロ（JST他）
個別企業共研
AIST独自研究

R&DプラットフォームとしてのTIAパワエレ拠点（ハブ機能）

複数の遂行プロジェクト／テーマ

次世代ウェハ技術
次世代デバイス技術 次世代モジュール技術

AISTパワーエレクトロニクス研究テーマの特徴

公的資金企業資金

次世代高度ネットワーク社会

産学メンバーを含めた
集中研スタイル

技術研究組合の活用

バイの共同研究の集合体
オープンイノベーション

（リソースと成果の共有）
コンソーシアム型

•SiC, GaN, ダイヤのパワエレ応用

• デバイス試作ライン（〜6インチ）
第1ライン、第2ライン、第3ライン

• 実装試作ライン（回路、モジュール）

• ウェハ一貫プロセス
結晶成長、加工、エピ、評価

大型共同研究体
(TPEC etc.)

国家プロジェクト
(SIP etc.)

標準化（国プロ）

大規模化、集中／集約化、一貫化

109

エネ環領域

要素デバイスプロセス
エピ成長, 評価

回路実装開発

評価（TEM, FIB）

TIA パワーエレクトロニクス拠点

デバイス／エピ量産レベル試作

オープンイノベーション
産学官連携

企業との大型共同研究
(人材移籍型、装置提供型）

ＣＲ、大型機器の運転条件
適正化、共通化／効率化

要素技術から
一貫プロセスへ

TIA連携棟

つくば西事業所 つくば中央第２事業所

結晶成長
ウェハ加工
実装 H28下期よりスーパーCRでパワーデバイス開発を展開

最先端技術を対象に、迅速な量産化レベル開発を可能とする開発環境の提供
• 処理能力の増大：リードタイムの短縮、新プロセス導入時の拡張性
• 十分な信頼性を担保できるハイレベルクリーンルームと常時24ｈ稼働を可能とする強固なインフラ
• 新技術トレンドへの対応：微細化／大口径化（６インチ）

• アプリケーションに対応した技術のカスタマイズと最適化
• 事業部隊からのニーズに答えられる迅速な量産化レベル開発（開発期間の短縮）

TIAパワエレ拠点への企業からのニーズ ☜ TIAパワエレマネージンググループの議論

H28.7より４インチ化した5D棟試作ラインを稼働

110
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魔の川 死の谷 ダーウィンの海

111

目的基礎
橋渡し前期

橋渡し後期

1 2 3 4 5 6 7 8 9

科
学
的
な

基
本
原
理・

現
象
の
発
見

原
理・
現
象
の
定
式
化

応
用
的
な
研
究

技
術
コ
ン
セ
プ
ト

の
確
認(

Ｐ
Ｏ
Ｃ)

応
用
的
な
開
発

（
要
素
技
術）

ラ
ボ
テ
ス
ト

（
要
素
技
術）

実
証・

デ
モ
ン
ス
ト
レ
ー
シ
ョ
ン

（
シ
ス
テ
ム
レ
ベ
ル）

ト
ッ
プ
ユ
ー
ザ
ー
テ
ス
ト

（
シ
ス
テ
ム
レ
ベ
ル）

パ
イ
ロ
ッ
ト
ラ
イ
ン

大
量
生
産

基礎研究 応用研究、開発 実証 事業化

FIRST :最先端研究開発支援プログラム
SIP : 戦略的イノベーション創造プログラム
TPEC :つくばパワーエレクトロニクスコンステレーション
SPEL : スーパークリーンルームパワーエレクトロニクスライン

パワーデバイスロードマップとポートフォリオ（TRL軸）

AISTの活動AISTの活動
トレンチMOS (3〜6kV級 or 高信頼)

NEDOプロ
新材料パワー半導体(2010〜2014) TPEC(2014〜)

SiC第2世代

10kV超級IGBT

FIRST(2009〜2013) TPEC(2019〜)SIP(2014〜2018)

SiC第3世代

GaN HFET on SiGaN HFET on SiGaN MOS on bulkGaN MOS on bulk GaNデバイス
ホモエピ

ダイヤデバイス

ヘテロエピ

１ MOS１kV級プレーナMOSSiC第１世代

TPEC(2012〜), SPEL(2017〜）

SIP(2014〜2018)
ロードマップ軸（4次元）
1.時間
2.技術成熟度（TRL：Technology Readiness Level）
3.世代（技術高度化）
4.技術階層（ウェハ、デバイス、etc.）

エネ環領域

国プロ後の
適用先に応じた

技術最適化開発の必要性

パワエレR&Dテーマの基本的スタンス

静特性

大容量化

小出力
デバイス

単一素子
特性向上

実装状態での
実動作

(dV/dt, dI/dt)

信頼性（耐量、特性変動、寿命）

動特性
（過渡応答）A/mm → A

mWcm2 → mW

再現性/安定性
（歩留まり向上）

悪い 特性 良い

頻

度

SiCデバイス専用試作ライン@つくば

• SiC関連技術の産業界への
橋渡し機能のコア施設

オープンイノベーションで
規模を担保、リスクを共有

（死の谷の克服）

TRL : 6〜8

TRL : 2〜4

TRL : 4〜6

ここで勝負
橋渡し後期

最頻性能

最高性能

112
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113

成果実用化への中期的展望：産学官連携

2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016 2017
グリーンIT(METI)

FIRST(CSTP/CAO)

新材料パワー
半導体(METI)

SIP（CSTI/CAO）

次世代パワエレ
拡充枠（METI）

産業変革研究イニ
シアティブ(AIST)

TPEC(AIST)

FIRST : 最先端研究開発支援プログラム
SIP : 戦略的イノベーション創造プログラム
TPEC : つくばパワーエレクトロニクスコンステーレーション

次世代パワエレ拡充枠：次世代パワーエレク
トロニクス応用システム開発の先導研究

補助金テーマ

中間評価

一部終了

第１期 第２期

つくばを中心とした最近のSiCパワエレ関連大型プロジェクト
国家プロジェクト

連携企業との共同研究

高耐熱周辺部品

IGBT

高耐圧トレンチ

超高耐圧
パッケージ カスタム

チップ

SJ、溶液法

エネ環領域SiC 高耐圧パワーデバイス技術
高耐圧パワーデバイス低損失化へのアプローチ

通常のプレーナ型MOSFET

チャネル抵抗、JFET抵抗、ドリフト抵抗がほぼ均等

114
橋渡し後期（企業共同研究：TPEC） 橋渡し前期（国プロ：SIP）

•正孔注入による伝導度変調
キャリア寿命制御
ｐ型基板とｐ層ハンドリング、順方向劣化
•ドリフト層厚膜化と低濃度ドーピング
厚膜化にともなう高品質性の両立

バイポーラ動作IGBT

Rsub

Rdrift

Rch Rs

RJFET

電
流

経
路

p+n+

ゲート エミッタ

コレクタ

ｐ層からの正孔注入
によるRdriftの低減

厚膜ドリフト層
キャリア寿命制御

P型コンタクト

pn接合形成、p型基板 耐圧：10kV超級

スーパージャンクション(SJ)-MOSFET

•トレンチ埋込法
深いトレンチ構造を形成する技術と、トレンチを
埋め戻すためのエピタキシャル成長技術(不純
物濃度制御)
•マルチエピタキシャル法
オートドーピング、露光合わせ精度等の課題を
克服するためのプロセス技術

耐圧：6.5kV級

トレンチ型MOSFET

•微細トレンチ構造形成技術
セルピッチの微細化と、トレンチ底部の電
界強度低減を両立するための微細トレン
チ構造形成技術
•トレンチ面ゲート酸化膜の形成技術
トレンチ面ゲート酸化膜における高チャネ
ル移動度と高信頼性の両立

RFET無し
高チャネル移動度

セル高密度化

耐圧：1.2〜3.3kV級
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【背景･課題】

• AISTオリジナルのプレーナーMOS（IE (Implantation & Epitaxial) MOS）で世界最高の低損失性
⇒企業共同研究(TPEC)のコア技術

• 国プロにおけるトレンチMOS技術（高チャネル移動度、セルピッチ低減=チップサイズ低減）
⇒TPECに移管し、低コスト性と信頼性を担保できる量産技術へ (IE-UMOSFET)

• ダイオード内蔵化の要求（外付けダイオードを無くしたい）
⇒通常のSiC MOSFETのボディダイオード（PNダイオード）では順方向劣化の問題

115

【平成29年度の成果】

• トレンチMOSFET構造側壁にショットキーバリアダイオード(SBD)を形成し、トレンチ構造の利点を損なうこと
無く順方向劣化のないダイオードを内蔵化(SWITCH-MOS)。

• 独自構造であるIE-UMOSFETを基本構造にした構造微細化（狭ピッチ化）による内蔵PNボディダイオードの作動
抑制と併せ、量産レベル試作品において高信頼化を達成。

【成果の意義･展開】

• 1200V級SiC MOSFETの最大の普及ボトルネックであった信頼性問題を解決。当該デバイス構造の最終解！
• 学会発表２件（2017IEDM）、プレス発表１件、特許出願１０件、レシピ･ノウハウ登録２件、技術移転３件

深いpベース層

pベース層
（エピ）

IE-UMOS

平成29年度の主な研究成果 １- (１)

ダイオード内蔵高信頼SiCトレンチMOSFETの量産レベル開発

開発したSWITCH-MOSの模式断面図 SWITCH-MOS 5mピッチ 断面SEM像

Gate
Trench

Gate
Trench

SBD
Trench

p+ p+ p+ p+ p+

p

n-

cell pitch = 5m

SBD
Trench

n+n+

4H-SiC

n+ n+

ppp p p

埋め込みP層（奥行方向でオーミックメタルと接続）

オーミックメタル

ショットキーメタル

A社 B社 IE-UMOS
SWITCH-

MOS

オン抵抗 5.2 mΩcm2 6 mΩcm2 3.2mΩcm2 同左

しきい値電圧 2.7～5.6V 2.0～4.0 V 4 V 同左

最大ゲート電圧
(しきい値安定範囲)

+22V /-4V +25V /-10V +20V /-5V
(+25V /-10V：
現在試験中）

同左

最高使用温度 175 ℃ 150 ℃ 200 ℃ 同左

1.2kV級SiC MOSFETのベンチマーク（量産レベル）

エネ環領域

トレンチSBD内蔵型 “SWITCH-MOS”

p
N+

p+

Gate

p
N+

p+

N

N-

p+

Source Source
SBD

“SWITCH-MOS”
SBD-Wall Integrated Trench MOSFET

・MOSとドリフト層を共有できるためオン抵抗が低い
・PN接合の電圧分担が少なく内蔵PNダイオードがオンしにくい。

内蔵SBDのコンセプト

116

IEDM2017発表（2017/12/4）、プレス発表（2017/12/5）

116

SWITCH-MOSのコンセプト
トレンチMOSのトレンチ側壁にSBDを内蔵することで、
内蔵SBDの効果に加え、

・SBD内蔵に伴うセルピッチ増大無し
・埋め込みpベース層がJBS構造として機能

Vドリフ

ト

VSBD

V広

がり
VPiN

SBD

SBDオン状態の電圧分担 Vオン= VSBD ＋ V広がり + Vドリフト＋Vその他

VPiN = VSBD ＋ V広がり

PP P
PiN

ゲート

：内蔵PiNダイオードの電圧

：ドリフト層（耐圧保持層）の電圧

：内蔵SBDの電圧

：電流広がり領域の電圧

低く抑えることで内蔵PiNダ
イオードの動作を不活性化内蔵PiNダイオードの電圧

VPiN

平成29年度の主な研究成果 １- (２)
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117

平成29年度の主な研究成果 １- (３)

試作チップの特性

• 5mピッチIE-UMOSと同等のRonA-Vth、耐圧を達成。

IE-UMOSFET

JBSダイオードSWITCH-MOS
（セルピッチ5 m）

SWITCH-MOS
（セルピッチ16 m）

順方向電圧 (V)

順
方

向
電

流
密

度
(A

/
c
m

2
)

：変曲点
→内蔵PiNダイオードの動作点

2800A/cm2 までPiN
ダイオードが動作しない

ボディダイオード特性

• 5mピッチSWITCH-MOSで超大電流

（2800A/cm2）までPiNダイオード動作
の抑制を実現

従来型UMOS

SWITCH-MOS 

3mm x 3mm
Tj=RT, Vg=0V
Cell Pitch = 5m

breakdown
voltage
=1575V

IE-UMOS: Cell pitch =5m
SWITCH-MOS : Cell pitch=5m

3mm x 3mm
1.2kV-class
Tj = RT
Vg=20V (EOX=2.5MV/cm)
Tsub= 350m (not polished)R

on
A

at
 1

8A
/c

m
2

(m
W

cm
2 )

 

Vth at Vd = 20V (V)

MOSFET特性

エネ環領域

IE-UMOS

SWITCH-MOS

順方向劣化

Stress:
Vg = -4V, Tj = 150 Co

Time = 90 sec.
Measurement:

Vg = -4V, Tj = 40Co

JC = 670 A/cm2

D
V

F
(V

)

順方向劣化試験

順方向劣化試験

5mピッチSWITCH-MOSでは、1600A/cm2（ストレス装置限界）でも積層欠陥の成長無し

ストレス後のPL像

従来型UMOSFET
（セルピッチ 5m）

ゲート
パッド

白色に見えるのは
拡張した積層欠陥

SWITCH-MOS
（セルピッチ 5m ）

ゲート
パッド

積層欠陥の拡張無し

118

定格電流の約8倍と極めて高い電流でも積層欠陥の拡張による順方向劣化抑制

平成29年度の主な研究成果 １- (４)
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【背景･課題】

• 世界的には6インチSiCウエハでの量産が開始
⇐ SiCパワーデバイス／パワエレの普及促進が目的。

米国：AlbanyのCNSE（NY-PEMCプロジェクト）や
X-Fab（Power Americaプロジェクト）に公的資金投入

SiCデバイスの量産技術開発とそれを活用したパワエレ応用開拓

• 企業のSiCパワーデバイス最先端実用化開発に貢献できるよう、
西事業所スーパークリーンルーム(SCR)棟に、６インチSiCウエハに対応で
きるSiCデバイスプロセスラインを構築、デバイス試作を開始 。

⇐ 企業からの要請、TIAパワエレマネージンググループでの議論

【平成29年度の成果】

・構築したSCR 1500m2側に6インチSiCウエハ用のパワーデバイス試作ライン
（写真1）で、量産試作のための要素レシピの整備／高度化を推進。

・1200V級VMOS（図1）の6インチでの一貫量産試作プロセスを開発。試作デバイ
スチップを写真2に示す。

・6インチSiCウエハを用いた量産レベルの耐圧1200V級VMOSで良好な特性を
確認。試作VMOSの電気特性を図2に示す。

【成果の意義･展開】

・6インチSiCウエハを用いたデバイス試作レシピの整備
⇒量産試作されたVMOSを応用側へ提供できる体制が整った。
⇒高性能SiCパワーデバイスチップを用いたパワエレ機器の迅速な開発促進

• レシピ･ノウハウ登録８件（予定）

119

順方向特性

図2 1200Ｖ級VMOSの電気特性

逆方向特性

写真１
SCRに構築された6インチ
SiCウエハ対応のデバイス
試作ライン

図1 ＶＭＯＳの断面図

写真2 ＶＭＯＳが試作さ
れた6インチＳｉＣウエハ

平成29年度の主な研究成果 ２

6インチSiCパワーデバイス一貫プロセスラインが本格稼働

エネ環領域

120

【成果の意義･展開】

• 6.5kV耐圧SiCスーパージャンクションMOSFET（当該電圧領域での究極の低損失化）実現に目処。
• 誌上発表４件、学会発表８件（第4回先進パワー半導体研究会招待講演、IEDM2017を含む）、特許４件

【平成29年度の成果】

• 6.5kV耐圧SJウェハの最適構造を決め（部分SJ構造）、その良好な作製プロセス確立。

• トレンチ埋戻し法による耐圧6.5kV設計のSJウエハを用いてドリフト抵抗及び耐圧評価用素子を試作し、そのSJ効果の基本特
性を取得（世界初）。

ドリフト抵抗評価用素子の実測結果から、通常構造素子に対してオン抵抗を半分以下とできる見込みを得た。
耐圧評価用素子では耐圧構造の濃度依存性がシミュレーション結果と良く一致し、設計通りのSJ構造形成を確認。

5.5 m

1st implantation at 7 MeV

2nd implantation at 5.5 MeV

断面SEM像

n pnp p

2.5m2.5m

SiO2

【背景･課題】

• スーパージャンクション（SJ）素子
⇐ 究極のユニポーラパワー素子（Siパワー素子の変遷）

• 作製法：

マルチエピ法（イオン注入とエピの繰返し）
⇐ 1kV級で原理実証済み

（PNダイオード、トランジスタ動作）。
しかしMeVイオン注入のため量産性に難。

トレンチ埋戻し法（トレンチ形成後に埋戻しエピ）
⇐ 耐圧6.5kV、オン抵抗半減を目標に研究開発中

� トレンチ埋戻しSJ技術開発項目

１．深いトレンチ形成 ⇒ ２．埋戻しエピ成長 ⇒ ３． 平坦化 ⇒ ４．デバイス設計
（濃度制御）（形状制御） （制御性、再現性） （実構造を踏まえた設計）

平成29年度の主な研究成果 ３- (１)
究極のSiCユニポーラ素子実用化に向けたスーパージャンクション(SJ)構造の開発
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121

6.5kV-SJドリフト層の形成と電気特性評価

埋め込み再成長による
6.5ｋV対応SJドリフトウェハ

（部分SJ構造）の形成

成長圧力増加とH2流量低減により
４倍程度の、埋戻し高速化に成功

ドリフト抵抗評価用素子の実測に
基づくオン抵抗の推定値

実測値

【埋戻しエピ成長技術】

耐圧6.5kV用のSJドリフト層の形成には25m以上のpnピラー構造の形成が必要

実用化には、埋戻しエピ成長の確実な均一化、高速化が必須

再成長部のチルト角は
トレンチ方位角に大きく依存

(e) 0o(d) -0.5o(c) -1.0o(b) -1.5o (f) 0.5o(a) qtrench=-2.0o (g) 1.0o

[-1100]* [1-100]*

qmes

a

10mTrench
bottom

[11-20]*Mesa 
top

３時間トレンチ埋め込み再成長後の断面SEM像

耐圧シミュレーション（設計値）

平成29年度の主な研究成果 ３- (２)

エネ環領域

【背景･課題】

• SiCバイポーラ素子(IGBT, PiNダイオード等)信頼性の課題
⇒基底面転位の拡張に起因する順方向劣化 ⇐ SiC pn接合の本質的課題

• 通常の対応策：基底面転位の刃状転位への変換
⇐ 1.2kV級のMOSFETにおいても、内蔵ボディダイオード動作時に大電流
密度では大きな順方向劣化

• 学理面からのメカニズム解明と本質的対応策が求められている。

122

【平成29年度の成果】

• 劣化現象の詳細な現状把握と原因究明を行い、基板に存在する
変換前の基底面転位にホールが到達することにより転位が拡張
することを見出した。

• 対策として基板に到達するホール密度を抑制する再結合再結合
促進層を発案 ⇐ 高濃度ドーピング等でホール寿命を減少させる。

• 1e19、5umの再結合促進層を用いることにより、4,400A/cm2の大
電流密度でも順方向劣化を抑制できることを実証。

【成果の意義･展開】

• バイポーラ素子やMOSFETボディダイオードの信頼性確保のための方策提示 ⇐ SiC pn接合の本質的課題解決に目処
• 今後、不純物添加による再結合促進層薄膜化等の開発及び、p基板に対する検討を進め、実デバイスでの抑制効果を確認。
• 論文発表：１６件、学会発表：１９件（ICSCRM2017 Keynote招待講演。応用物理学会奨励賞講演。第4回先進パワー半導体講演会招待講演を含む）

• 関連特許：１５件（2017年度：６件）

SSF
Cコア部分転位 (immobile)

Siコア部分転位 (mobile)

基底面転位
(BPD)の分離 [1120]

キャリア注入と再結合

再結合による転位のすべり

Cコア部分転位(immobile)

Cコア部分転位
(immobile)

Siコア部分転位
(mobile)

Siコア部分転位
(mobile)

ショックレー積層
欠陥の拡張60o

60o120o

［11-20］

［-2110］

PiN ダイオード中のシングル
ショックレー（SSF)積層欠陥の拡張

(0001)

p+

n–

n+

BPD

SSF60o

30o90o

zキャリア寿命の減少
z リーク電流パス
z順方向劣化（抵抗増加）

順方向劣化とは？
基底面転位からのショックレー積層欠陥の拡張

平成29年度の主な研究成果 ４- (１)
SiCバイポーラデバイスのボトルネック順方向劣化の原理把握と抑制策提示
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123

0
20
40
60
80

100
120
140
160
180
200

0 200 400 600 800

ΔV
f [

m
V

]

If [A/cm2]

sample1
sample2
sample3
sample4
sample5
sample6

PL観察

420nm

350A/cm2 <（23A)で劣化

Epi 
sub BPD［11-20］

③

②

③

②

バー型積層欠陥のモデル

・ 順方向劣化は、高耐圧バイポーラ
デバイスだけの問題ではない

(0001)

p+

n–

n+

BPD

SSF60o

30o90o

①BPD
p+

n-

n+

(0001)

④

BPD (-2110)

③Bar-shaped SF 
TED

③

④

②
①

(0001)

p+

n-

n+

BPD (11-20)

TED ②（11-20)BPD⇒TED

③ ④

②

①

• 劣化現象の詳細な現状把握と原因究明を行い、基板に存在する変換前の基底面転位にホール
が到達することにより拡張することを見出すと共に、劣化を引き起こす諸条件を明確化した。

ボディダイオードの順方向劣化

平成29年度の主な研究成果 ４- (２)

エネ環領域

124

再結合促進層による順方向劣化抑制

再結合促進層 によって基板に到達する
ホールを減少させる
即ち、少数キャリア寿命を減少させる 積層欠陥拡張をもたらす

・再結合促進層 : 1e18, 10m
⇒ 600 A/cm2 まで劣化無し

・再結合促進層 : 1e18, 10m
⇒ 600 A/cm2 まで劣化無し

420nm

pnダイオードの評価

積層欠陥拡張を
抑制するには

• 順方向劣化抑制策としての再結合再結合促進層を発案し、その効果を定量的に確認した。
（ウェハG／デバイスGの連携成果、国プロにおける産学官連携All Japan体制の成果）

再結合促進層により
ホール密度を減少

再結合促進層(1-8e18, 1-
10um)

BPD

ホール密度

ドリフト層

基板

再結合促進層

基板

p++

p++

hcritical

hcritical

平成29年度の主な研究成果 ４- (３)
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ウエハ

デバイス

高耐圧（5kV級）化

高信頼化、高温動作（250℃級）
高機能化･集積化

2005 2010 2015 2020 年度

性
能

（
口

径
、

高
効

率
、

高
パ

ワ
ー

密
度

、
高

機
能

、
等

）

家電、照明
汎用インバータ
IT電源、パワコン

第１世代

第１世代

第１世代

10W/cｍ3

第２世代

第２世代

第２世代

25W/cｍ3

第３世代

第３世代

第３世代

50W/cm3

次世代ウエハ開発次世代ウエハ開発

中耐圧（1kV級）
デバイス

次世代デバイス開発次世代デバイス開発

SiC昇華法4インチ

GaNヘテロエピ

GaN, AlNバルク
高Al組成化

ダイアモンドバルク
昇華法8インチ
液相法等

GaN, AlNバルク大口径

EV/HEV、
鉄道、重電

系統インフラ
Smart Grid

低EMI
高温実装
高パワー密度 高電圧

次世代モジュール開発次世代モジュール開発

デバイス開発デバイス開発

変換器開発変換器開発

デバイス階層 →
アプリケーション階層

のつなぎ

デバイス階層 →
アプリケーション階層

のつなぎ

SiC昇華法6インチ
厚膜、高純度エピ

低コスト化

超高耐圧（10kV～）
バイポーラ

回路･実装･
モジュール

システム・機器

TPEC, SPELTPEC, SPEL

先進パワーエレクトロニクスロードマップ

産総研
中期計画 第２期 第３期 第４期 第５期

125

エネ環領域

目的基礎 橋渡し前期 橋渡し後期

ウェハ ○ ○

デバイス ○ ○ ○

回路･実装
モジュール ○ ○ △

目的基礎 橋渡し前期 橋渡し後期

ウェハ ○ ○

デバイス ○ ○ ○

回路･実装
モジュール ○ ○ △

まとめ

AIST パワエレR&D活動の現状

126

ご静聴ありがとうございました ！

SWITCH-MOS
６インチ量産試作ライン

6.5kVスーパージャンク
ションデバイスの開発

SiCバイポーラデバイス動作の
ボトルネック：順方向劣化
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ご清聴有難うございました

127

エネ環領域

128

２．「橋渡し」のための研究開発
– 別添資料 –

本資料中のリストに記載した平成29年度の主な成果のうちプレゼンでご紹介で
きなかった成果につきましては、こちらの別添資料に概要を掲載しています。
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129

– 別添資料 –

（１）「橋渡し」につながる目的基礎研究

エネ環領域

130

【背景・課題】

• 現在、航空機燃料からの二酸化炭素排出削減への取り組みが世界規

模で始まりつつある。これにともない、バイオジェット燃料の生産能力の

大幅な向上が不可欠である。

• 本研究課題では、植物油、藻類生産油、バイオ合成ガス、バイオエタ

ノールなどの様々なバイオマスから、従来のジェット燃料と同様の成分を

持つパラフィン系バイオジェット燃料の製造を行っている。

【平成29年度の成果】

• 脱酸素反応に高性能なAIST触媒Aを開発し、長鎖脂肪酸エステルの混

合物であるユーグレナ油分子中の酸素原子を全て取り除き、C10H22～

C15H32パラフィンに転換することに成功した。

• 同様にAISTで開発した高性能触媒Bにより、炭素数が29個のオレフィン

C29H48であるボトリオコッカス油をパラフィンC29H60に変換し、さらに、

C29H60分子を炭素鎖の中央で分解させ、C10H22～C15H32パラフィンにする

ことも可能とした。

【成果の意義・展開】

・ AIST触媒を開発して、藻類生産油のユーグレナ油とボトリオコッカス油か

らのジェット燃料留分パラフィン（C10H22～C15H32）への変換に高収率

（70%以上）で成功した。

【アウトプット】

• Catalysts, 7, 333 [IF: 3.082].

バイオマスからパラフィン系ジェット燃料の製造

目的基礎研究（創エネ）

図１ ユーグレナ油からジェット燃料の製造

図２ ボトリオコッカス油からジェット
燃料の製造

CmH2m+1COOCnH2n+1 (m, n = 11 − 16)

AIST触媒A脱酸素

ジェット燃料パラフィン

AIST触媒Aを開発し、ジェット燃料パラフィン
C10H22～C15H32の収率は70％を超えた。

ボトリオコッカス油： C29H48

AIST触媒B水素化分解

AIST触媒Bを開発し、ジェット燃料パラフィン
C10H22～C15H32の収率は70％を超えた。

ユーグレナ油：

ジェット燃料パラフィン
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【背景・課題】

• 海洋プレートの沈み込み帯で発生し、古火山・古カルデラの地

下数kmで冷却過程にある高温の岩体内部に、超臨界状態に

ある地熱資源が大量に（数百ＧＷ以上の発電容量に相当）存

在する可能性が示唆されてきた

• 地熱チームの研究者は国内研究者のリーダーシップを取り、

FY28までに可能性検討、超臨界地熱資源開発のためのロード

マップ策定を行ってきた

【平成29年度の成果】

• NESTI2050ロードマップに従いNEDOプロジェクトとして、国内12

組織からなる研究グループを統率し、「詳細実現可能性検討」

として、(a)超臨界水の状態把握、及びシミュレーション技術の

検討、(b) 材料・機器の検討、(c) 経済性調査、(d) 環境影響の

最小化と安全性確保に関する検討を実施中（FY29末まで）

【成果の意義・展開】

• 実現可能性の明示と研究開発課題の明確化を行う

・ 2050年頃の実用化を目指し、CO2排出量の大幅削減やエネル

ギーセキュリティ確保等につなげる

超臨界地熱資源によるＧＷ級発電技術の開発

目的基礎研究（創エネ）

図１ 東北地方の典型的超臨界地熱システムモデル

図２ 自然電磁波を用いた深部地下構造探査結果

超臨界地熱
システム(?)

エネ環領域
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【背景・課題】

• 工場排熱等の未利用熱エネルギーから熱電発電で電力回収するために

は、高性能で低コストの熱電材料の実現が求められている。

• しかしながら、これまでに開発・利用されてきた材料の多くはテルル等の

希少金属や鉛、アンチモン等の毒性に懸念のある元素を含んでいるため、

元素代替の材料技術開発が必要であった。

【平成29年度の成果】

• 平成28年度に発見した、資源制約の少ない元素である銅（Cu）と硫黄（S）

が主成分のコルーサイト（Cu26A2E6S32 (A = Nb, Ta; E = Sn, Ge) ）におい

て、化学組成の調整により更なる性能の向上を達成した。

• E（Sn, Ge）組成の最適化により、約400℃（673 K）において、熱電性能指

数ZT〜1を達成した。実用化の目安といわれるZT〜1を、資源制約の少

ない元素を主成分とした材料で達成した意義は大きい。

【成果の意義・展開】

・ 低コストかつ資源制約の少ない高性能ｐ型熱電材料を実現した本成果は、

本格的な量産への対応が可能な熱電材料の開発に道を開くものである

【アウトプット】

• Journal of Materials Chemistry C [IF：5.256], 5, 4174. 等論文6報。

• 特許PCT出願1件 ・ 国際会議ポスター賞受賞1件

• 国内招待講演3件 ・国際会議招待講演2件

高性能硫化物熱電材料の開発

目的基礎研究（省エネ）

20%以上の
性能向上

図１ コルーサイトの
化学組成と結晶構造

J. Mater. Chem. C,
2017, 5, 4174

図２ E組成の最適化による
熱電性能指数ZTの向上

J. Mater. Chem. C, 2017, 5, 4174
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【従来の経緯】

• 石油化学工業、鉄鋼業、食品加工業等で生じる実産業廃水の
水処理プロセスを新規構築・安定化・効率化するため、次世代
シークエンサーを用いて１ランで1000万種を同定する大規模微
生物種同定技術により、プロセス中の菌叢を網羅的に解析。

• 安定同位体追跡法（SIP）に次世代シークエンサー解析を
融合させることで、従来法比の500倍の超高感度SIPを開発。
環境に残留する微量汚染物質分解菌の追跡が可能に。

【平成29年度の成果】

• 近年排水基準が見直された残留汚染物質「1,4-ジオキサン」を
処理する活性汚泥プロセス中で、超高感度SIPにより100万種
以上の微生物の中から新規な1,4-ジオキサン分解菌を同定。

【成果の意義・展開】

・ 水処理プロセスの高活性維持管理法を提案

【アウトプット】

• Chemical Engineering Journal [IF: 6.216], 331. 等論文４報
• 国内特許１件
• 資金提供型共同研究１件

超高感度SIPによる1,4-ジオキサン分解菌の同定

目的基礎研究

図１

廃水

処理水

沈殿槽
(240 m3)曝気槽 (450 m3)

再曝気槽
(50 m3)

13C  

超高感度SIP：13C-1,4ジオキサンを取り込む微生物を同定

次世代シークエンス
*500倍の感度向上

軽

重

適用

図２

非公開

エネ環領域
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【背景・課題】

• 単体分離は天然鉱山・都市鉱山の物理選別における最重
要因子であり、豪米は2000年以降に開発した単体分離分析
装置MLAの普及により鉱山開発の主導権を握っている。

• MLAを含め、古典的概念の高速処理に留まっていた技術
の革新を目指し、H27～H28のJOGMEC先導研究を実施。細
粒子の僅かな元素組成比の違いで鉱物判定が可能な単
体分離分析技術と、研磨面上の2D画像を元に3D推定値
に変換できる計算システムのベースを構築。

【平成29年度の成果】

• 先導研究の成果により、単体分離のみならず3Dベースで選
鉱性を評価し、MLAを遥かに凌ぐ高精度総合分析が可能な
CAMPの開発を始動。純国産での製品化に向け、日本電子
(JEOL)との連携の下、H29～JOGMECプロを開始。

• 詳細鉱物相評価システムDeMPESの概念を構築、また、2D
画像と3D実態の誤差を解消する網羅的粒子群モデル解析
により、誤差の定量的な全体像を初めて解明。

【成果の意義・展開】

・ 世界に先駆けて鉱石の選鉱性情報を獲得

【アウトプット】

• Advanced Powder Technology [IF: 2.659], 28. 等論文4報
• 国内特許出願2件

選鉱性総合評価装置（CAMP）の開発

目的基礎研究（安全・物質循環）

2D像から3D真値を高精度予測

産総研技術をJEOLが製品化予定

詳細鉱物分析の2D像を作成

３D粒子群モデル

2D断面解析

CAMP
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【平成29年度の成果】

（１）手法・ツールの構築
ベイズ推定による水素ステーション事故での漏洩頻度推定手法を
確立した。また、化学物質漏洩による急性健康リスク評価のため
に、急性影響評価ツールを構築した。

（２）スクリーニング評価
水素とトルエン等のエネキャリ漏洩事故による爆風圧・火炎・急性
影響のリスクに関するスクリーニング評価を完了し、詳細に評価
すべき主要な事故シナリオを抽出した。

（３）詳細なリスク評価
水素ステーション内のディスペンサー周辺を対象に、イベントツ
リー解析におけるパラメータの不確実性解析とともに、漏洩事故
に関わるリスク許容レベルと現行法の規制レベルとを比較した。

【成果の意義・展開】

・ 離隔距離見直しを求める業界からの期待に応え、水素ステーシ

ョン建設コストの低下と燃料電池車普及の加速につながる

【アウトプット】

• 安全工学 55-4 (2017).
• Int.J.of Hydrogen Energy 42.
• 水素エネルギーシステム 42-3 (2017).

水素エネキャリのリスク評価

目的基礎研究（安全・物質循環）

【背景・課題】

水素エネルギーキャリア利用に向けた規制緩和を目的に、事故シナリオ、暴露シナリオ、被害・リスク推定からなる評価を実施し
ている。水素・エネルギーキャリア候補物質のメチルシクロヘキサンとアンモニアを対象に解析を行った。

図 水素ステーションでの
スクリーニング評価結果例
（蓄圧器周辺の配管からの漏洩シナ
リオ、単位：/年、凡例の括弧内数字
は該当する10mメッシュの数を示す）

エネ環領域

136

– 別添資料 –

（２）「橋渡し」研究前期における研究開発
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【背景・課題】

• 平成29年3月、人口衛星観測値および高解像度な気象シミュレー
ションに基づく新たな洋上風況マップが公開

• 洋上風力開発の次のステップを見据えて低コストでバンカブルな風
況情報取得するための研究開発（実測・シミュレーション高度化）を
スタート

【平成29年度の成果】
• 陸上のライダー実測値を気象モデルによるシミュレーションに取り

込む手法を開発（ライダー観測値ナッジング手法：図１）
• 波崎海洋研究施設で陸上及び洋上ライダー同時観測を実施し、そ

こで得られた実データを用いてライダー観測値ナッジングの効果を
検証（図２）

• ライダー観測値ナッジングによる風況推定精度は、設備利用率（理
論値）の推定精度を+4.9％から-0.1％まで大幅改善

【成果の意義・展開】

• 経産省受託研究1件（革新的なエネルギー技術の国際共同研究
開発事業『3DライダーとAIによる風況フルスキャニング手法の開
発』）

・実測データとシミュレーションを融合することにより、低コストで
洋上風力資源の推定が可能に

橋渡し前期研究（創エネ）
気象モデル及びライダー観測による風況推定手法の開発・実証

図１ ライダー観測値ナッジングによる海上風推定

図２ ライダー観測値ナッジングオン・オフ時
における計算値と観測値との比較

ナッジングオフ ナッジングオン

エネ環領域
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【背景・課題】
• 産総研がハブとなり、複数企業・大学との共同研究で、電気化

学エネルギー変換先端技術開発(燃料電池SOFC-電解技術
SOEC)を推進

• 従来比１０倍の電極反応速度・高出力密度を達成する技術を
創製（１社でできない先端・革新技術を開拓：コストシェア、リス
クシェア）

• 当該技術の開発方向性の技術シナリオを議論・構築
• 従来の共同研究・国プロの枠を超えて様々な連携を可能とする

インターフェースに

【平成29年度の成果】

• 企業10社、大学3機関、産総研の14機関で活動

• 産総研内では、分野を超えて研究者を結集させ、固体酸化物エ

ネルギー変換先端技術ラボ(ALSEC)を結成

• 特異電極材料創製に関し、ノウハウ登録1件。

• ASECをきっかけとして、個別共同研究に進展

• 戦略シナリオ検討などで、燃料電池-電解技術の将来を議論、

意見合意により、次期国プロジェクトなどへの展開容易に

• 研究開発予算：約2,500万円/年

【成果の意義・展開】

・ 産学官連携の新しい試みでの活動の活発化

固体酸化物エネルギー変換先端技術コンソーシアム
(ASEC)及びラボ(ALSEC)での産学官連携推進イメージ

当該分野の上流から下流までの企業が集まり、開発を推進

橋渡し前期研究（蓄エネ）
固体酸化物エネルギー変換先端技術コンソーシアム(ASEC)の活動
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水素圧力：140MPa
試験温度：-80～90℃
材料試験項目
・低歪み速度引張試験
・疲労寿命試験
・疲労き裂進展試験
・破壊靱性試験

水素適合性試験法作成用材料試験装置
の概要

KFMを用いたSUS304の表面ポテンシャル像
の結晶方位依存性、Scripta Materialia Vol. 131 (2017)
47–50.

【背景・課題】
・金属材料の水素脆化を正確に評価するための材料評価技術を確立させ、燃料
電池自動車や水素ステーションなどの高圧水素ガス利用機器に使用される金
属材料の選択肢を広げることで、これら機器の低コスト化と普及を促進するとと
もに、水素適合性試験法の国際標準化に貢献する。また、材料に与える水素の
影響について解明を進め、理想的な水素材料開発のための材料設計指針を明
らかにする必要が有る。

【平成29年度の成果】

・燃料電池自動車用金属材料の高圧水素ガス中での水素適合性試験方法を明
らかにするために、高圧水素ガス中、室温、低温での材料試験を実施し、-80℃、
100MPa水素中での疲労試験データを世界で初めて取得した。また、取得した
データを基に、北米の燃料電池自動車規格(SAE J2579)の改訂案作成に寄与
するとともに、国連の世界技術規則(Global Technical Regulations; GTR13
Phase2)のワーキンググループで日本案の根拠となるデータとして公表を予定
（2018年2月）している。また材料に与える水素の影響を解明するために、走査
型表面ポテンシャル顕微鏡(Scanning Kelvin Probe Force Microscopy : SKPFM)
を用いて、SUS304の水素拡散特性と結晶方位の関係について明らかにした。

【成果の意義・展開】
・ 燃料電池自動車および水素ステーションの社会導入を進める上で重要な知見

【アウトプット】
• Scripta Materialia Vol. 131 (2017) 47–50.

橋渡し前期研究（蓄エネ）
燃料電池自動車および水素ステーションの低コスト化を目指した、
高圧水素ガス中材料試験技術の開発

エネ環領域
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【背景・課題】
• 液体窒素温度で超電導を示す希土類系超電線材は、多くの応用への展開が

期待されている。
• 実用化には、低コスト化とともに高温高磁場中での特性向上や低損失化等

の高性能化が求められている。

【平成29年度の成果】
• 化学液相法による高性能化技術開発：昨年までに開発した極薄塗布MOD

（金属有機化合物分解）法において、人工ピン止め点（人工ピンと略す）材料
の選定とその添加量を増加により世界最高臨界電流密度を達成（図１と２）。

• パルスレーザー蒸着法による高性能化技術開発：人工ピンの高濃度添加で
臨界温度低下の抑制に成功し、極薄非超電導層の挿入により、臨界電流の
印可磁場方向依存性の等方化に成功。

• 高磁場コイル用低損失構造線材の研究開発： PLD法による人工ピン添加線
材において面プルーム法を導入し、2次元的な特性均一化に成功。また、複
数レーザー法によるスクライビング加工技術の高速化に着手。

【成果の意義・展開】

・ 低コスト型高温超電導線材で世界最高の磁場中臨界電流密度を実
現して、高温超電導の実用化を促進

【アウトプット】
• Superconductor Science and Technology [IF: 2.878], 858, 1066, NPG Asia 

Materials [IF: 9.157] 9, e447. 等論文15報
• プレス発表（4月14日） ・CEC-ICMC(米）等国際会議招待講演7件

橋渡し前期研究（省エネ）
高温超電導線材の開発

図１ 極薄塗布MOD法の概念図。
(新聞発表資料）

図２ 65K,3Tにおける磁場中臨界電流密
度(Jc)の比較。（新聞発表資料）
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【背景・課題】

• 活性低下が少なく、十分な強度を有するMo/HZSM-5触媒に注目し、

メタンのベンゼンへの流動層転換プロセスの開発を実施してきた。

• バインダーフリー流動層触媒を開発するとともに、常圧二塔式循環

流動層反応器によるメタンのベンゼンへの連続転換にも成功した。

• 加圧単塔流動層反応器を用いてに操作圧による当該触媒転換反応

の影響も明らかにし、加圧条件下においても平衡に近いベンゼン収

率を得ることが可能であることを確認した。

【平成29年度の成果】

• 反応速度を大幅に向上できる加圧下(0.3 MPa)で 単塔流動層にお

いて、平衡に近いベンゼン収率（約10％）を得るのに最適な触媒層

高が存在することを確認した。

• 原料メタンへの２％程度のCO添加による触媒性能の安定化効果も

確認した。

【成果の意義・展開】

・触媒プロセスによる化学基幹原料であるベンゼンの直接製造技術の

開発に大きく前進

【アウトプット】

• 触媒（Catalysts and Catalysis）, 59, 307 (2017). ・ 依頼講演1件

メタンのベンゼンへの流動層直接転換触媒及びプロセス開発

橋渡し前期研究（エネ資）
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図１ 異なる触媒充填量（層高）における単塔流動層での
ベンゼン収率及び安定性への影響

図２ 単塔流動層におけるCO添加による
ベンゼン収率安定性への促進効果

エネ環領域
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【背景・課題】

• 第1回海洋産出試験において、出砂現象によって生産を中止したことから、

長期的に安定な生産を行うための出砂現象対策技術の確立が必要。

• これまでの数値シミュレーションを用いた検討によって、坑井近傍で生じた

出砂現象の原因として、特定の地層でグラベル（砂利）が移動して砂が直接

スクリーン（フィルター）に接する可能性などが示唆されており、新たに出砂

対策用のスクリーンの設計・導入が必要。

【平成29年度の成果】

• 第2回海洋産出試験においてグラベルのように移動する恐れのない形状記

憶ポリマーのスクリーンを連携機関とともに選定。大型室内出砂評価装置を

用いた連続注水試験による性能・耐久性評価の事前検証を実施。

• 形状記憶ポリマーのスクリーンの出砂現象に対する有効性を実証。

• 同時に細粒砂の移動による目詰まりの可能性を示唆する結果も得られた。

【成果の意義・展開】

・ 第2回海洋産出試験の実施に貢献。さらに様々な条件で行った試験結果を

通じ、出砂対策技術に関する知見を企業へ橋渡しした

【アウトプット】

• メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム(MH21)主催のMHフォーラム

2017にて、ポスター発表。結果を関連企業と共有。

長期安定生産のための出砂対策技術の開発

図1 大型出砂評価試験装置と

（左上）出砂現象確認のための色付き土層

図2 試験後の土層内の様子：出砂現象
がおきていないため色付き土層に乱れ

が観察されていない

橋渡し前期研究（エネ資）
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【背景・課題】

• メタンハイドレートが分解しないように保圧した状態のコア取得が可能となり、

2013年1月から2月において、米国地質調査所、米国ジョージア工科大学と

共に、保圧コア試験に関する解析技術の構築を進めてきた。

• さらに、保圧コアの解析結果などを反映した貯留層モデルを用いて、第1回

海洋産出試験の観測結果の再現。

【平成29年度の成果】

• 連携機関が取得した物理検層結果と、産総研が開発した保圧コア評価装置

で得られた水理・力学的なモデルパラメータなどを統合して、第2回海洋産

出試験地に関する高精度な貯留層数値モデルを構築した。

• さらに、第2回海洋産出試験結果の検証作業で得られた知見に関して関連

機関を通して企業と共有。

【成果の意義・展開】

・ 第2回海洋産出試験の実施に貢献しただけでなく、ヒストリーマッチングを通し

て貯留層内の生産挙動に関するパラメータ設定などの技術に関して関連機関

に橋渡しを行った。

【アウトプット】

• Marine and Petroleum Geology [IF: 2.888], 86, 1.

• メタンハイドレート資源開発研究コンソーシアム(MH21)主催のMHフォーラム

2017にて、ポスター発表。結果を関連企業と共有。

貯留層評価技術の高度化のための保圧コア評価技術の開発

図2 第2回海洋産出試験の概念図

図1 第2回海洋産出試験の様子

http://www.meti.go.jp/press/2017/06/20170606002/20170606002-1.pdf

Photo by MH21

橋渡し前期研究（エネ資）
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【背景・課題】

• （独）石油天然ガス・金属鉱物資源機構（JOGMEC）が開発を
続けてきた自然力活用型坑廃水処理装置に、次世代シーク
エンサーを用いた大規模微生物種同定技術（1000万種/1ラ
ン）を適用し、装置内の菌叢を網羅的に解析。

• 坑廃水の主成分である硫酸を還元することで、重金属イオン
の沈殿除去に直接的に寄与する硫酸還元菌だけでなく、この
菌に栄養分を供給する有機物分解菌の活性と、両者のバラ
ンスが重要であることを解明。

【平成29年度の成果】

• 実現場で稼働している複数の坑廃水処理装置を解析し、菌
源である坑廃水や土壌の菌叢と比較することで、菌源中では
希少な硫酸還元菌を、装置内で安定的に定着・増殖させてい
ることを解明し、装置の実用性を証明。

• 耐酸性の硫酸還元菌がプロセスの鍵になること、およびその
菌が坑廃水由来であることを解明。

【成果の意義・展開】
・ 坑廃水処理装置の高活性維持管理法を提案

【アウトプット】
• AMB Express [IF: 2.38], 7, 142.等論文2報
• 資金提供型共同研究１件

橋渡し前期研究（安全・物質循環）
自然力活用型坑廃水処理調査研究における微生物解析

図１

図２
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【背景・課題】
• 水銀に関する水俣条約が2016年に発効され、水銀関連の分

析法の整備が求められている。
• アルキル水銀は高毒性で環境基準等の法規制物質であるが、

現公定分析法のJIS K0102法は長時間・煩雑な操作が必要で
あり、また、水銀の水域への主な放出源の一つである工場排
水試料への適用性が低いなどの課題がある。

【平成29年度の成果】
• フェニル化・トルエン抽出同時処理法により、工場排水中のア

ルキル水銀を分析妨害因子となる高濃度の無機および有機
物から分離し、ガスクロマトグラフ質量分析を行うことで、既存
のJIS K0102法に比して高効率・短時間・簡便な、工場排水中
アルキル水銀の分析法を開発した。

• 本法はISO/TC147委員会にて国際標準規格の新規提案が承
認された後、委員会原案が可決された。今後、標準規格発行
を目指す。

【成果の意義・展開】
・ 産業の安全管理の効率化、国内分析機器企業の海外展開、

我が国主導の水俣条約の実効化

【アウトプット】
• Analytical Science [IF：1.228] (2017年10月受理)
• ISO/TC147 規格新規提案、委員会原案可決 (2017年8月)

橋渡し前期研究（安全・物質循環）
工場排水中アルキル水銀の分析法開発と国際標準規格提案

図２ アルキル水銀分析の例
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本研究法 従来法(公定分析法)
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↓
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/トルエン抽出

↓
ガスクロマトグラフ
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↓

GC-電子捕捉型検出法
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さ
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×
抽出3回，3h

ロバスト性
（排水・海水
試料）
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△
回収率65％

図１本研究法と従来法(公定分析法)との比較
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【背景・課題】

• レアメタル等の供給の不安定性が顕著になり、資源リスクの体
系化と定量化が進められる。

• 確保に注力すべきクリティカルマテリアルのリストを、欧米政府
は独自に作成。

• 鉱物資源基盤整備調査事業（鉱物資源課）に、検討会委員と
して参加。

【平成29年度の成果】

• 様々な資源リスク要因について、要因間の相対的重要性を客
観的視点で分析した初の研究。約450件の供給障害事例を分
析し、論文として成果を公開。

• 資源リスク要因が国ごと、鉱種ごとに違うことを明らかにし、資
源調達先ごとに異なるリスク対応の必要性を示した。

【成果の意義・展開】

・ 社会・環境条件を踏まえた広範なリスク要因分析による産業界・

国の資源管理戦略策定を支援できる。

【アウトプット】

• Resources Policy, [IF: 2.618], 55, 96-102, 2018.

資源安定供給のリスク要因分析

橋渡し前期研究（安全・物質循環）

鉱種 障害発生時期 発生エリア 事象 原因カテゴリ 影響カテゴリ

銅 1995.5.8-
1995.5.19

Mt. Isla, AUS ストライキに対す
るロックアウト

ストライキ 供給停止
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図１ 450件の供給障害事例の分析

図2 資源リスク要因の国別傾向

CHN AUS CAN CHL ZAF ZMB IDN USA MEX PER PHL COD

自然災害 17 15 3 10 2 0 2 2 2 0 4 0

事故 5 12 9 9 7 5 7 6 3 0 0 0

ストライキ 0 1 15 14 11 3 2 3 9 5 0 1

環境汚染 12 0 0 0 1 0 0 0 1 0 5 0

輸送障害 3 6 0 3 0 3 0 0 0 0 0 0

治安悪化 1 0 0 0 0 0 1 0 1 0 1 4

資源枯渇 2 2 3 1 0 1 0 0 2 1 0 0

外交対立 0 0 0 0 1 1 1 0 0 0 0 0

鉱業規制 16 1 0 0 1 1 5 0 0 0 0 5

資源価格下落 5 17 13 1 1 3 3 4 1 5 3 0

経営悪化 0 2 1 0 0 1 0 2 0 2 0 1

市況低迷 4 3 2 1 0 0 0 1 0 1 0 0

ビジネストラブル 1 0 2 0 0 2 1 0 0 0 0 1

メンテナンス 1 0 2 1 0 2 0 1 0 1 0 0

需要増加 4 0 1 0 1 0 0 0 0 0 0 1

電力不足 4 0 1 0 4 2 0 0 0 0 0 0

主金属減産 1 0 0 0 0 0 0 1 0 0 0 0

生産コスト 1 6 8 2 0 0 0 0 0 0 0 0

その他 0 0 1 0 1 0 0 1 0 0 1 0
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– 別添資料 –

（３）「橋渡し」研究後期における研究開発

エネ環領域

【背景・課題】

• 従来の熱交換器に関する研究では、その素材や形状を主体としており、地
域の地質や地下水環境は考慮されていなかった

• 日本の地質構造や地下水環境は、地域によって差異があるため、その地
域の水文地質環境に最適な熱交換器導入が効率的

【平成29年度の成果】

• 樹脂製細管熱交換器を内蔵したタンク式地中熱交換器の高度化（ジオシ
ステム株式会社：右図）

• 地中熱を利用した電子機器類の排気冷却システムの高度化（ミサワ環境
技術株式会社）

• 準浅層における低コスト熱応答試験の改良及び熱交換器埋設工法への展
開（新協地水株式会社）

【成果の意義・展開】

• タンク式地中熱交換器は、地域の地質・地下水環境を活用し、標準的な熱
交換器（鉛直ボアホール式）と同等の熱交換量でありながら低コストを実現

• 地中熱利用の排気冷却システムは、ヒートポンプ不使用のため、低コスト
での冷却を実現

• 新工法の熱応答試験法により、数多くの熱物性データを容易に取得可能

地中熱システムの最適化技術開発

橋渡し後期研究（創エネ）

図 タンク式熱交換器によるトータルコストの低減
（ジオシステム株式会社との共同研究）

・ 従来よりも高効率の地中熱交換システムを開発

・ 被災地企業シーズ支援プログラムで実用化を支援

148
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【背景・課題】

• 自動車排ガス中のNOx還元処理として、尿素水噴射は有望な技術で

ある。ただし、この技術には、例えば、低温域ではNOxの浄化率が

低いなど、種々の課題を抱えている。

• そこで、本研究では、尿素の分解からアンモニアの生成に至るまで

の反応過程に立ち返り、そのモデルを基礎的に検討した。

【平成29年度の成果】

• 尿素からアンモニアに至る反応経路で、イソシアン酸が中間生成物

として生成する。 900 K程度までの高温におけるH2Oによるイソシ

アン酸の分解反応を実験的に調査した。その結果、この反応の生成

物はNH3とCO2であり、他の化学種は検出されなかった。

• これらの実験結果を基に、図１のようなイソシアン酸とH2Oの反応

機構を推定した。個々の化学種の熱力学的諸量やステップ毎の速度

定数等を用いて、量子化学計算等を実施し、この反応機構の妥当性

を検討している。

【成果の意義・展開】

・ 尿素の分解からアンモニアの生成に至るまでの反応過程を実験的

に検討して、 H2Oによるイソシアン酸の分解反応の機構を推定した

【アウトプット】

• 自動車用内燃機関技術研究組合（AICE）事業の推進に貢献

噴射尿素からのNH３生成モデル構築

橋渡し後期研究（創エネ）

図１ 実験的に推定されたイソシアン酸と
H2Oの反応機構。 １つはイソシアン酸の水和
反応であり、もう１つはイソシアン酸二量

体とH2Oの反応
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SOFCセルスタック劣化要因解明への取り組み

SOFC実証機（筒状平板形）の解体分析

橋渡し後期研究（蓄エネ）
SOFC高耐久化・劣化診断技術

【背景・課題】

• H17年度に固体酸化物形燃料電池（SOFC）耐久性向上にかか
るNEDOプロジェクトを開始。第１期（H17-H19年度）、第２期
（H20-H24年度）を経て、現在第３期（H25-H29年度）「SOFC迅
速耐久性評価方法に関する基礎研究」を実施。

• SOFCの導入期・普及期において、早期に解決しなければならな

い課題である耐久性・信頼性向上に貢献するために、セルスタッ
クにおける劣化要因・劣化機構の解明技術、劣化対策、加速劣
化試験法の提案について、企業・大学等とのコンソーシアム

【平成29年度の成果】

• メーカー7社の異なるセル・スタックの解体分析により劣化要因を
解明、各メーカーと情報共有。例えば、40,000時間超の長期運
転後のSOFCシステム実証機に搭載された筒状平板型セルの解
体分析（右下図）。

• 明らかとなった劣化要因に対し、モデル実験等で劣化機構を解
明。

• 耐久性迅速評価のため、東北大らと共同で、電解質相変態に関
するシミュレーション技術を開発。

【成果の意義・展開】

・ 喫緊の開発課題である耐久性・信頼性の向上に貢献

【アウトプット】

• 論文数：4報（他査読ありProceedings 4報）
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【背景・課題】

• 国内自動車業界の産業競争力強化に向けて、クリーンディーゼル車向け等、

高効率エンジン燃焼及び排気制御の基盤技術を開発し、民間企業への橋

渡しを推進する。

• 平成29年度も自動車用内燃機関技術研究組合（AICE）事業として、EGR（排

気ガス再循環）のデポジット生成機構を解明し、2～5年後に民間企業でエン

ジン開発に利用可能な評価手法等を確立する。

【平成29年度の成果】
• ディーゼルエンジンEGRにおいて、排ガス中のSoot（煤煙）、凝縮水、排ガス

温度と壁温度の温度差が、デポジットの堆積に関与することを解明した（図

１）。

• デポジット生成反応にはフェノールの付加縮合、インデンの付加重合、また

含酸素化合物，窒素酸化物がなどが含まれており、様々な生成反応パスが

存在することが推察される。
• ガソリンエンジンEGR前のデポジットについては、不溶分中のSootの割合が

50％を占めていることが判明した。一方で、EGR後のデポジットにはオイル

由来とされる脂肪族炭化水素が多く含まれていることが確認された（図２）。

【成果の意義・展開】

・ 物理的・化学的アプローチを駆使して、デポジット生成機構の解明に大
きく前進

【アウトプット】
• 自動車技術会研究論文, 48. 993. ・ 国内会議発表2件

• AICE活動などを通した情報提供・交換

EGRデポジット生成メカニズム解明研究

橋渡し後期研究（省エネ）
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図１ 凝縮水とSootの影響

図２ ガソリンデポジット成分定性分析結果

151

エネ環領域

152

【背景・課題】

日本のLCAデータベース拠点の海外からの見える化と研究開発中の
技術を評価するニーズに応え、2017年4月にIDEAラボを設立した。

グローバルサプライチェーンへの対応としてアジア地域のデータ、環
境負荷物質の拡充を進め、インベントリデータとしてのアジア地域での
デファクト化を通じて、日本にとどまらずアジア地域の企業も含めた橋
渡しが期待されている。

【平成29年度の成果】

・タイ、中国をはじめとしたアジア地域の海外版IDEAの構築開始
・化学物質や電離放射線などのデータ整備
・環境パフォーマンスの実証分析と設計へのフィードバック

9 革新的炭素繊維製造プロセス
9 非可食バイオマスを用いた化学製品製造プロセス

【成果の意義・展開】

・ アジア地域をカバーする圧倒的網羅性（3,000プロセス以上）を誇るデータ

ベースとして、環境影響改善ポイントを設計へフィードバックすることで我

が国の新技術開発をサポートできる

【アウトプット】

• タイ版・中国版IDEAのデータベースとマニュアル(知財取得中)
• LCA日本フォーラム表彰 経済産業技術環境局長賞

IDEAラボの活動 海外版IDEAの構築と技術評価

橋渡し後期研究（安全・物質循環）

日本

タイ

マレーシア

中国
台湾

インドネシア

韓国

ベトナム

図１．海外版IDEAの作成状況

図２．炭素繊維を用いた乗用車
の環境性の評価
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